＜前文＞

最初に、本提言は優に3000字を超えております。従って、懸賞の対象外で構いません。私
は一人の憂国の志士として本提言を貴法人に捧げます。本提言により発言力のある皆様の
力で、日本が少しでも再生してくれるのであれば、それで幸甚でございます。

次に、『失われた30年　どうする日本』と銘打たれ、40年、50年にならない様にするには
どうすればいいのか？ということですが、その様な矮小な考えでは、今の日本の閉塞感は
打破できないでしょう。冨山先生の言葉にもありましたが、日本を根底から作り直す国家
百年の大計が必要と考えます。

また、総論(抽象論)は非常に大切ですが、各論(具体論)に落とし込まなければ、曖昧な議
論に終始し、改革は中途半端なものとなるでしょう。よって、本提言はやや細かい点まで
踏み込んで提言します。

更に、日本は民主主義の国ですが、ここ迄落ち込んだ日本を再生させるには社会主義的な
私権の制限がある程度必要であると思います。でなければ、中国の躍進についていけませ
ん。

最後に、我々人類はアルビン・トフラーの言う第3の波の真っ只中にいます。当然、DX化が
再生の鍵を握っています。そして、あと二つ、技術開発の再生と厳しさです。技術開発に
ついては教育や税制で触れます。厳しさについてはどこが厳しいのか一々明示しませんが
、政府、企業そして一部の国民に対しても相当厳しい提言となっています。



＜総論(抽象論)＞

「失われた30年」と言うと、この30年間に日本低迷の原因があると思われる方は多いでし
ょう。しかし、違います。日本はバブル発生以前から、様々な構造的な問題を抱えていま
した。それらが、バブル発生のため、一時的に覆い隠されていただけです。そして、バブ
ル崩壊と共にそれらの問題が再浮上して来たというのが本当のところです。実際、本提言
の各論は14項目に及びますが、この30年間に起因する項目は証券市場＆企業改革、DX化の
促進、脱炭素改革、医療改革の4項目だけです。その以前からの構造的な問題とは以下の4
点です。

①リーダーの不足
②労働市場の硬直性（労働生産性の低さ）
③少子高齢化と社会保障費の増大による可処分所得の漸減
④教育問題

更に、この30年間で発生した問題は以下の3点です。

⑤技術開発の停滞
⑥デフレによる消費の低迷
⑦2つの震災

震災については説明は不要でしょうが、残りの６点について順に説明していきます。


①リーダーの不足

国家のリーダーは内閣総理大臣です。私が社会人になってから、多数の総理が誕生しまし
たが、成すべきこと成した総理は中曾根総理と小泉総理だけだと思っています。勿論、不
良債権処理、震災、リーマンショックそしてコロナショック等があり、不運にもそれらの
対応で実力が発揮できなかった方もいたのでしょうが…

リーダーの資質として重要なのはビジョンとそれを着実に実行する実行力だと思います。
他の総理はそういう資質に欠けていたのではないでしょうか？そもそも、何を成さねばな
らないかというビジョンを持っていた方自体が、少なかったのではとも思います。

構造的な問題はずっと以前より解っていたことばかりですが、何故政治家は今迄放置して
おいたのでしょうか。つまり、総理だけでなく政治家の方々の不作為が日本長期低迷の主
因と考えています。また、リーダーの資質を持った方を総理にできなかった日本の政治シ
ステムにも問題があるのでしょう。


企業のリーダーは社長です。国家レベルでは無理ですが、企業レベルでは社長が変われば
、社員が変わる。社員が変われば、企業が変わります。その好例が日立製作所で、変えた
のは故中西宏明氏です。プロダクツありきでなくソリューションで売っていく、親子上場
を廃し、シナジー効果の薄い子会社は売却等一連の改革が成果を結び、日立は変貌しまし
た。最近の報道では週休3日制を早くも導入することが報じられています。
しかし、日立の様な企業は日本では圧倒的に少数派です。多くの企業はデフレ下で製品が
売れないので、設備投資を最小限に留め、正規雇用を非正規雇用に置き換えることで利益
は増加させました。キャッシュフローの増加をM&Aに振り向けたが悉く失敗しています。失
敗の原因は簡単です。将来のビジョンがないからです。ビジョンの沿った投資なら、高値
掴みでも納得できますが、シナジー効果に疑問符が付くM&Aで、しかも高値掴みでは成功す
る筈がありません。挙句の果てに、何に投資すればいいのか分からないので自社株買いで
す。はっきり言えば、既存の仕組みの中でしか企業の成長を考えない無能な経営者ばかり
だからです。

ついでにもう一言、一部の企業ですが、補助金依存症の企業が存在します。国家依存して
いる限り、その企業は成長とは無縁でしょう。


本節の表題は「リーダーの不足」ですが、現実は「リーダーの枯渇」なのかもしれません。


②労働市場の硬直性（労働生産性の低さ）

かつての大量生産時代には、終身雇用でも良かったのかもしれません。しかし、今は多品
種少量生産で、且つ技術は秒進分歩で進化しています。その様な時代では雇用も必要なプ
ロジェクト毎にチームを編成し、そのプロジェクトが終了したら、雇用も終了する様な仕
組みが合理的です。また、終身雇用では人材としての自らの商品価値を向上させるインセ
ンティブが働きません。


③少子高齢化と社会保障費の増大による可処分所得の漸減

年金制度も健康保険制度も人口構造がピラミッド型であることを前提に制度設計されてい
ます。よって、少子高齢化が進行すると、若年層の社会保障費はどんどん増大していきま
す。ただでさえ、非正規雇用が増えて、若年層の所得は減っているのに、社会保障費の増
大が追い打ちをかけている訳です。若年層が貧困化すると、結婚できない人が増え、更に
少子が進むという悪循環が形成されており、そのループから抜け出せないのが、今の日本
です。現状を打破するには年金改革を断行し、且つ若年層の所得が増える施策が必要です。



④教育問題

未来を託す人材育成に、金を出さない国に未来はありません。日本の教育予算はGDP比で
4.0％で、OECDの平均は4.9％、米国は6.0％です。中国は4.0％です。GDP比の最大値は6.6
％です。もし、日本の再生を目指すなら、8.0％位は金を出すべきです。また、リーダーの
不足に対応する施策、知識詰め込み教育に欠けている議論教育等を提唱します。


⑤技術開発の停滞

以下のグラフは各国の技術開発費の推移です。
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日本の技術開発費は漸増していますが、2012年位から英国と仏国を除けば、全体に増加が
顕著です。翻って日本は横這いのままです。そして、何よりも目を引くのが中国の伸びと、
常にトップにいる米国です。グラフが2017年迄なのが残念ですが、2020年迄あれば、中国
は米国を抜いているでしょう。このグラフの方向が各国の技術力を暗示していると考えれば、
技術開発費を大幅に増やす施策が必要なことは明白です。これが日本長期低迷の副因と思
います。


もう一つ、DXの遅れによる効率の悪さが日本の成長の足枷となっています。中小企業の中
にはDXどころかIT化も出来ていない企業が多数存在し、日本全体で労働生産性を低下させ
ています。何故その様な企業が淘汰されずに残っているのか？理由は２つあり、１つ目は
補助金や租税特別措置法の恩恵。今一つは新規参入を拒むムラ体質です。どの様な業界に
も協会があり、その協会が多くの場合参入障壁となっています。本提言ではこの件につい
ては触れません。何故なら、各協会個別の事情があり、全体論では論じ得ないからです。


⑥デフレによる消費の低迷

私の習った高校の政治経済の教科書にはデフレ経済の説明の後に、理論的にはあり得ても
実際にはあり得ないと記述していました。しかし、日本は長年デフレに苦しみ、これとい
った対策を取れずにいます。つまり、従来考えられていなかったデフレに、政治家も経済
学者も解決策を出せずにいるのが現状です。

デフレ経済下では物価は下落していきます。消費者は自己防衛のため、買い控えします。
製品が売れないため、物価は更に下落するというループの連続がデフレです。ここで問題
なのは、そのデフレ下で消費税の増税が行われたことです。増税により消費の低迷に拍車
がかかり、また、消費税の逆進性により若年層の貧困化が進行しました。若年層の貧困化
は結婚できない若年層を増加させ、更なる消費の低迷を招いた訳です。

それに対し、政府の対策はバラマキに終始する経済対策で、未来への投資は殆ど成されず
、一過性の消費にしか資金が回らなかったことが、いつまで経ってもデフレ脱却できない
日本の現実です。

もう一つ、政府はデフレ対策として、日銀総裁に黒田氏を起用し、かつてない異次元のマ
ネーサプライを行いました。しかし、金利が一定以下に低下している状況で幾らマネーを
供給しても流動性の罠に陥り、需要は喚起されないという経済学の教科書通りの結果にな
っただけでした。よく考えてみれば当たり前の話で、幾ら国債の金利がマイナスになった
ところで、銀行がマイナスの金利で融資する筈もありません。

既に、世界はディスインフレから、インフレにシフトし、何れ日本もインフレの波がデフ
レを解消してくれるでしょう。早い話が、日本の政治家、官僚、経済学者達はデフレに対
し、何も成す術がなかったということです。


＜各論(具体論)＞
【政治改革】

①被選挙権の見直し

「組織は頭から腐る」とはよく言ったものです。日本の弱体化の主因は政治家にあると思
います。不良債権処理が遅れたのは財務省が不良債権の存在を隠していたからですが、薄
々感ずきながらそれを指摘しなかった政治家の不作為も責められるべきです。また、日本
のデジタル化が進まなかった原因は政治家のIT知識の欠如でしょう。更に、ずっと以前か
ら分かっていた年金制度の綻びやコロナ禍でPCR検査に消極的だった厚生労働省を指弾しな
かった罪も大きいと思います。

政治家のレベルが低い原因は以下の点と思われます。

*倫理観の欠如
*支援団体のしがらみ
*技術の軽視

上2つの要因を是正するのはかなり難しいのですが、技術の軽視についてはある程度可能と
考えます。そもそも理系出身の議員数はどの位なのでしょうか。多分医者位なもので、か
なり少数なのではと思います。かつて技術の進歩は日進月歩と言われていましたが、今や
秒進分歩です。そして、その状況は更に加速しています。遠くない将来、AIによる判断を
法律的にどう取扱うか決めねばならない時期が来るでしょう。その時、AIに無知な議員に
対し、公聴会が開かれるでしょうが、自らの知識の遥か上の話について来れる議員がどれ
だけいるでしょうか？あまりに難しくて居眠りをしてしまう議員が大半なのではないかと
危惧します。ということで、これからの指導者は最低限の知識として下記に挙げる資格ま
たは検定を全てクリアすべきと強く強く思います。尚、被選挙権の年齢は不要です。

*行政書士
*基本情報技術者
*ファンダメンタルズ オブエンジニアリング (FE) 試験
*実用理科技能検定１級
*ファイナンシャルプランナー(AFP)

何れも基礎的な知識の習得で合格できものばかりです。真面目に学習すれば、2～3年で全
て合格できると思います。
②比例区と選挙区の分離

本選挙で落選したのに比例区で復活なんて制度は、国民を馬鹿にしています。民意無視も
甚だしい。


③小選挙区を廃止し、中選挙区に戻し、同時に１票の格差を是正する

小選挙区は1区1人しか当選しないから、当選者以外の投票は死票となり、大半の民意が無
視されます。以前より違憲状態にあった１票の格差は、選挙区見直しで簡単に是正できる
筈です。


④供託金の廃止

比例区なら600万円、小選挙区なら300万円で、しかも10％以上の得票がなければ、没収さ
れます。OECD加盟国で50万円以上の供託金を課しているのは日本、スロバキア、オランダ
、韓国だけです。乱立を防ぐのが目的だそうですが、金持ちしか選挙に出られない日本の
制度は異質です。


⑤インターネット選挙にする

現在の選挙はお金がかかり過ぎです。ネット上で行えば、集計も速くお金もかかりません
。ネット上で行えない人は地方自治体の役所で投票します。2021年の衆議院選の比例区で
は立憲民主党と国民民主党の党名略称が同じ「民主党」でした。公職選挙法では実務上、
それぞれの得票割合に応じて票を割り振る案分で処理されます。ですが、これも民意を軽
視しています。ネット上であれば、ラジオボタンかプルダウンメニューからの選択ですの
で、その様なことはありません。


⑥国民投票の創設

紛糾した案件は、直接国民に民意を問う方法がいいと思います。ネット選挙ならば、何回
でもできます。また、国民の側からも行政裁判を起こすことで、特定の案件について国民
投票をさせることができる様にします。
【少子化対策】

日本政府の少子化対策は入口が間違っています。政府の少子化対策は、基本的に既に結婚
している方を対象としているからです。しかし、若者特に男性に関しては、貧困化のため
自分の生活だけで手一杯な方が多数存在します。当然、非正規雇用で賃金の上昇は最低賃
金の上昇のみ。この様な状況では、女性と付き合うことは不可能に近く、結婚など夢？晩
婚化の原因として「適当な相手にめぐり会わない」というのが一番多い理由ですが、その
原因の背景に貧困化があることを政府は知るべきです。

対策は若年層の所得の引き上げが必要ですが、その点は教育改革と労働改革を参照してく
ださい。他、税制や制度上の支援は税制改革、年金改革を参照してください。

因みに、非正規雇用の方の実質可処分所得がどの位なのか試算してみました。
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	41,556
	157,125
	1,255,425
	8
	1,154,991
	消費税5＞8％

	2015
	37.5
	23.4
	907
	1,893,816
	187,080
	225,910
	43,188
	160,382
	1,277,257
	8
	1,175,076
	

	2016
	37.5
	
	932
	1,946,016
	195,120
	231,955
	46,752
	165,602
	1,306,588
	8
	1,202,061
	

	2017
	37.3
	
	958
	2,000,304
	197,880
	239,340
	49,524
	171,030
	1,342,529
	8
	1,235,127
	

	2018
	37.9
	
	985
	2,064,560
	196,080
	245,519
	52,812
	177,456
	1,392,693
	8
	1,281,278
	

	2019
	38.3
	
	1,013
	2,115,144
	196,920
	254,067
	55,392
	182,514
	1,426,250
	9
	1,297,888
	消費税8＞10％

	2020
	37.2
	25.7
	1,013
	2,107,040
	198,480
	254,123
	54,972
	171,704
	1,427,761
	9
	1,299,262
	コロナ・ショック

	2021
	36.7
	
	1,041
	2,165,280
	199,320
	261,163
	57,948
	177,528
	1,469,321
	9
	1,337,082
	



算出前提条件
*コンビニの様な年中無休の業種を想定
*週休二日1日8時間労働とし、365日の場合、52週プラス1日
*健康保険料の均等割と平均割は過去Dataが見つからないので、現在の価格
*源泉所得税の計算は2006年以前のDataが見つからないので、2006年の計算方法
*2019年から消費税は10％ですが、食品は8％なので、9％で計算
*尤も、エンゲル係数は高いと推定されるので、憶測ですが8.5％位が適当かも？
*非正規雇用なので、雇用保険はなし
*正規雇用なら年末調整がありますが、非正規は自ら申告しないと還付は受けられません
*同様に、住民税の社会保険控除も申告しないと控除されません
*実質可処分所得とは、可処分所得から消費税を除いた可処分所得

上記表で、非正規雇用率の上昇とともに、男女とも未婚率が上昇しており、両者には強い
相関が認められます。若年層の貧困化が少子化を招いていることは明白です。








【教育改革】

①国立大学に総合学部の創設

総合学部とは次世代のリーダーとプロジェクト・リーダーを育成する学部で、文系理系に
偏らず、総合的に知識を習得し、且つ帝王学を学ぶ学部です。総合的と言っても、広く浅
くではなく、広く少し深くを目指します。6年制、習得単位数は250程度(4年制大学なら、
通常習得単位数は124)、教養課程はなし、帝王学を除いて、専任教授はなしで、他の学部
の講義を主に受講。更に卒論はなし、代りにある程度の資格取得を卒業の要件とする。例
えば、日商簿記2級とか、TOEIC800点とか…といったところが私の考える青写真です。これ
ならば、新規投資は最小限で済みます。

ただ、この施策が功を奏するかはかなり危いとも思います。まず、6年で専門課程中心での
250単位は相当きつい。多分遊んでる暇はないし、アルバイトする時間もないでしょう。バ
イトは半社会人です。私もそうでしたが、バイトを通じて社会人の心得みたいなものを学
んだと思います。また、本当の意味での恋愛を経験するのもこの時期。更に、多くの学生
は大学時代に運転免許を取りますが、それも可能かどうか。大学時代とは言わば社会に出
る準備期間で、それが不十分だと社会に出てから十分に能力を発揮できない可能性もあり
ます。等々考えますと、250単位は酷かなとも思います。ですが、リーダーになれる資質が
あるならば、勉強もしながら、その位のことも熟せるのではとも思います。

帝王学について説明が必要かと思います。ウィキペディアによれば、

『帝王学（ていおうがく）とは、王家や伝統ある家系・家柄などの特別な地位の跡継ぎに
対する、幼少時から家督を継承するまでの特別教育を指す。「学」と名はついているが
明確な定義のある学問ではなく、一般人における教育には該当しない。』

とありますが、本当にそうでしょうか？私が思うには、書店に行くと、ビジネス系の本は
山ほどあります。多くはトップの心得や人間掌握術に関する本ですが、書いてあることは
重複が多いと思います。それらのエッセンスを纏めて昇華させれば、立派に1つの学問とし
て成り立つと思います。多分、心理学と重複する部分は多いのでしょうが…また、米国の
MBAはヒト・モノ・カネの知識習得をするカリキュラムですが、そうした経営学も取入れた
日本版MBA+トップの心得+人間掌握術が私の提唱する帝王学です。

あともう一つ、日本ではプロジェクト・リーダーになれる人材が決定的に不足していると
思います。研究者はどうしても狭い分野を深く追求する必要があるが故、違った分野の技
術を組み合わせたりするのは得意ではありません。そこで、幅広い技術にそれなりの造詣
がある人材が必要となります。そういう意味で、プロジェクト・リーダーは技術のコーデ
ィネーターであり、プロジェクトを総合的に纏めるプロデューサーでもある訳で、そうし
たことができる人材はなかなかいません。

iPhoneを作る技術は日本にありました。ですが、iPhoneは米国で誕生しました。そういう
構想とプロジェクト・リーダーの不在が日本で誕生しなかった理由ではないでしょうか？


②国立理系の授業料無料化

医学部を除く、上記総合学部を含む国立理系の授業料を全額無料化する。近年、理系の学
生数が漸減しています。それが、日本の技術レベルの低下の一因にもなっていると思いま
す。医学部に関しては放置していても人は集まりますので、除外してもいいかなとも思い
ます。


③奨学金ローン問題

米国では完全に社会問題化していますが、日本でも奨学金ローン問題は無視できない状況
となっています。今や学生の4割以上が奨学金ローン債務者で、女子学生の性風俗等のブラ
ックバイトも社会問題化して来ています。また、奨学金ローンのために親子自己破産に至
った例ももかなりあるようです。これでは何のために大学に行ったのか分かりません。少
なくとも奨学金ローンの利子は0％、4年で卒業出来れば半額免除等の処置が必要と考えま
す。これは、少子化対策の若年層の所得の引き上げにも直接寄与します。


④大学の設立に土地建物の要件を廃止

コロナ禍により社会は一変しました。私が属する投資顧問業協会の研修は全てネットに代
り、研修会場の手配や、紙の資料はなくなりましたし、企業の仕事もネット上で行われる
ことが増えています。大学もネット講義に対応し、またネット留学も普通になって来たの
ではないでしょうか。この流れは加速すると思われます。そうなると、大学に土地建物の
要件を課すのは、過去の遺物ではないでしょうか。つまり、100％ネット上の大学が存在し
ても構わないと思います。子供の数がどんどん減る中で、大学の設立コストを考え直すい
い機会だと思います。


⑤知識+議論教育

2002年より始まったゆとり教育は完全に失敗でした。ですが、授業時間は未だ元の水準に
は戻っていません。かつて知識詰め込み教育は批判されましたが、それが、日本の教育水
準をある程度保つ役割を果たしたことも事実です。知識詰め込みのどこが悪いのでしょう
か？ある程度の知識がなければ、議論をする前提にも立てません。知識詰め込みが悪いの
はなく、その知識を使って学生に次の展開を自ら考えさせる教育を追加する必要があるの
ではと思います。

そのいい例が映画化されています。「ブタがいた教室」という映画です。4月に6年生を担
当した新任教師が子豚を教室に持ち込み、皆で育てて、皆で食べようと提案します。児童
は豚の世話をするうちに愛着が湧き、家畜からペットとして豚を見る様になります。卒業
間近になり、豚をどうするか？「食べる」「食べない」で、クラスを二分する大激論が映
画のクライマックスです。ウィキペディアによれば、

『台本にはスタッフ・大人の俳優が使う大人用と子役が使う子供用の2種類が用意され、大
人用には結末までが書かれているが、子供用にはセリフも結末も何も書かれていない白紙
のものしか用意されておらず、監督である前田哲によると、子供たちには演技ではなく素
直な気持ちでありのままの姿で議論して自分たちで答えを見つけてほしいとの思いから台
本を配らなかったとのこと。』

ここで言いたいのは、1+1＝2の様な明瞭な答えがある命題ではなく、明瞭な答えがない命
題にどう向き合うのかということです。別に教室に豚を持ち込まなくても、題材は幾らで
もあります。関ヶ原の戦いで小早川秀秋が裏切らなかったら、歴史はどうなったのか？日
本が太平洋戦争に突入しなければ、歴史はどうなったのか？中国は台湾に侵攻するのか？
等々です。勿論、学生のレベルに合わせて適切な命題を提示する必要がありますが…こう
した議論は最終的に決断力と会話力を養います。100％の情報がある場合に良い方を選ぶの
は判断です。しかし、50％しか情報がない状況で、将来良くなる方を選択するのは、不足
している情報を自ら補い、或はその情報を基に将来を予測しなければなりません。最終的
にどうするのか、正しく決断です。そして、議論をするには、自分の考えを相手に正しく
伝える必要があり、会話力が向上します。ビジネスでも政治でも、デジタルなDataではな
く、最後は決断力と交渉力が物を言います。

思えば、日本の政治家に欠けている一要素として、決断力が挙げられると思います。


⑥教育委員会の廃止

児童に対するいじめや家庭内暴力を隠蔽したり、放置する等、教育委員会の存在意義が問
われています。ネットで見る限り、文部科学省が説明するレイマン・コントロールが機能
しているとは到底思えません。教育委員会は単なる税金の無駄遣い、即刻、廃止すべきで
す。教員の人事・研修及び学校・図書館等の設備の保全は県庁や市町村庁で代替できます
し、いじめや家庭内暴力については警察の生活安全部で代替できます。


⑦研究開発費の別枠設定及び大幅増額

2004年に実施された国立大学の法人化により、大学に対する運営費交付金という国から支
払われる予算が低下の一途を辿り、反面、業績に対応した競争的資金が増加していき、結
果として、研究開発費はどんどん減っています。研究開発が短期的に成果を出せる研究は
限られていますし、基礎研究に至ってはかなりの長期期間がないと成果は出ません。その
様な現状を政治家は全く理解していないと思います。金さえ出せば、いい研究成果が出る
とは言いませんが、現状はジリ貧必至の状況です。解決策は運営費交付金とは別枠で補助
金を出し、且つ大幅増額することです。一研究者に配分される研究開発費を10倍位にする
位の処置は必要と考えます。
この件は多分、日本の再生にとって最重要課題と思います。日本の論文の激減、そして、
引用数の激減は日本の未来を暗示しています。ノーベル賞の獲得は増えましたが、それは
過去の研究成果、日本の未来は日本の論文数や引用数が決めると言っても過言ではないと
信じます。


⑧海外頭脳のヘッドハンティング

科学技術において米国は世界最先端です。これは米国人が優秀だからでしょうか。違いま
す。米国が世界の頭脳をヘッドハンティングした結果です。研究者にとって最も魅力的な
環境とは何でしょうか？高額な報酬、快適な住居等々も必要ではありますが、最も魅力的
な環境は最先端の研究設備です。最先端の電子顕微鏡やス－パーコンピューターまたシン
クロトロン放射光施設等々は莫大な費用がかかり、東南アジア諸国の研究者には夢の設備
です。そうした設備を自由に使えるとしたら、異国で研究するというハードルは高くない
と思います。

日本はそうした方法での研究者の誘致は今まで行っていないと思います。米国に倣い、最
先端の研究設備と高額な報酬や快適な住居を提供することで、優秀な海外頭脳をヘッドハ
ンティングするのは、お金で解決できる手っ取り早い方法だと思います。


教育改革の最後に、若年層の所得の引き上げが奨学金ローンの見直し程度で改善されると
は到底思えません。ではどうするのか？本人のスキルアップと最低賃金の引き上げです。
スキルアップについては、高校生でも取得できる資格や検定は多数あります。そういった
資格や検定の受験を指導要領に盛り込む必要があるのではないかと思っています。最低賃
金の件は労働改革を参照してください。

あともう一つ、日本は資本主義です。資本主義とは競争社会です。競争は経済界のみと考
えるのは間違いです。学生でも学生なりの競争があり、それが全体として社会をレベルup
するのではないでしょうか。ゆとり教育はそういう意味では学生の向上心を殺いでしまっ
たと思います。勿論、ゆとり教育には負の部分ばかりでなく、世界に冠たるアニメ文化は
ゆとり教育の所産だったとも思います。しかし、日本が先進国であり続けるためには、学
生と言えど、競争社会にいることを実感し、更なる向上心を燃やしてほしいと切望します。



[bookmark: _GoBack]【税制改革】

①研究開発費の無料化

研究開発費の大幅増額が日本再生の最重要課題です。しかし、現在の研究開発費の取扱に
は様々な問題があり、以下に列記します。

*税法上、研究開発費は通常一般管理費となる
*税法上、優遇処置は税額控除、よって赤字法人の優遇はなし
*税法上、優遇処置は極めて複雑で、専門の税理士が必要
*会社法上、研究開発費は繰延資産となるが、償却期間は5年
*法律上、研究開発費が定義されておらず、実務上、日本公認会計士協会が公表している「
研究開発費及びソフトウェアの会計処理に関する実務指針」を指標にして経理処理する
*上記実務指針でも、研究開発費の認定はかなり曖昧

これでは、研究開発型のベンチャー企業はほとんど税法上、優遇処置を受けられません。
そこで、対策として以下の案を提唱します。

ⅰ税法上も、研究開発費は繰延資産とする
ⅱ研究開発費専用の技術繰延資産を創設し、償却期間は20年とする
ⅲ原価償却費は法人の規模に関係なく、100％税額控除する
ⅳ研究開発費の認定のため、研究開発部門を別法人化する
ⅴ上記法人の赤字額を全て、親会社の技術繰延資産として計上する

これって、黒字の大企業は只で幾らでも研究開発をやっていいという、国税庁の職員が見
たら、卒倒しそうな制度です。ですが、これ位強力なインセンティブがなければ、米国や
中国の研究開発費の伸びにはついていけません。


②消費税の実質廃止

まず、以下の表を見てください。




	実質暦年
	人口
	在留外国人
	GDP
	民間最終消費支出
	一人当たりの民間最終消費支出
	一人当たりの民間最終消費支出(外国人含む)
	備考

	
	万人
	万人
	兆円
	兆円
	万円
	万円
	

	1994
	12,527
	135
	446.52
	249.41
	199.11
	196.98
	

	1995
	12,557
	136
	458.27
	255.55
	203.51
	201.33
	阪神大震災
住専問題

	1996
	12,586
	142
	472.63
	260.56
	207.02
	204.72
	

	1997
	12,616
	148
	477.27
	262.00
	207.68
	205.27
	消費税3＞5％
山一・拓銀破綻

	1998
	12,647
	151
	471.21
	260.31
	205.82
	203.39
	

	1999
	12,667
	156
	469.63
	263.09
	207.70
	205.18
	

	2000
	12,693
	169
	482.62
	267.14
	210.47
	207.71
	

	2001
	12,732
	178
	484.48
	272.62
	214.13
	211.18
	

	2002
	12,749
	185
	484.68
	276.13
	216.60
	213.49
	

	2003
	12,769
	192
	492.12
	277.88
	217.61
	214.40
	

	2004
	12,779
	197
	502.88
	281.55
	220.33
	216.98
	

	2005
	12,777
	201
	511.95
	285.86
	223.74
	220.27
	

	2006
	12,790
	209
	518.98
	288.52
	225.58
	221.96
	

	2007
	12,803
	215
	526.68
	290.70
	227.05
	223.29
	

	2008
	12,808
	222
	520.23
	287.40
	224.39
	220.57
	リーマン・ショック

	2009
	12,803
	219
	490.62
	284.77
	222.42
	218.69
	

	2010
	12,806
	213
	510.72
	291.41
	227.56
	223.83
	

	2011
	12,783
	208
	510.84
	289.88
	226.76
	223.13
	東日本大震災

	2012
	12,759
	203
	517.86
	295.76
	231.80
	228.16
	

	2013
	12,741
	207
	528.25
	303.47
	238.17
	234.37
	

	2014
	12,724
	212
	529.81
	300.72
	236.34
	232.47
	消費税5＞8％

	2015
	12,709
	223
	538.08
	300.06
	236.10
	232.02
	

	2016
	12,704
	238
	542.14
	298.78
	235.19
	230.86
	

	2017
	12,692
	256
	551.22
	301.93
	237.89
	233.18
	

	2018
	12,675
	273
	554.44
	302.64
	238.77
	233.73
	

	2019
	12,656
	293
	553.11
	301.00
	237.84
	232.45
	消費税8＞10％

	2020
	12,615
	289
	528.23
	285.21
	226.09
	221.03
	コロナ・ショック

	2021
	12,512
	282
	537.14
	289.25
	231.18
	226.08
	



黄色の部分は民間最終消費支出が前年比マイナスの年です。地震や経済ショックの翌年も
黄色ですが、消費税増税の翌年は必ず黄色です。つまり、消費税はかなりの部分で民間消
費を減殺していると考えられます。特に、ここ10年位は貧困化という言葉を頻繁に目にし
ます。その様な状況での消費税増税は更なる消費の減退を招くだけでしょう。実際、消費
税を8％に上げる前の年、2013年から民間最終消費支出は伸びが止まりました。人口のピー
クは2008年ですので、一人当たりで見ないと公平ではありません。外国人を含めると鮮明
ですが、消費はゆっくりと減退しつつあります。予てから、消費税の逆進性には批判的意
見が多数あり、私も同意見です。

そこで、10％になってしまった消費税を逆手にとって、キャシュレス決済の場合、消費税
を無税にすることを提案します。消費税が3％ならキャシュレスは進まないかもしれません
が、10％なら急速にキャシュレス化が進む可能性は大です。

ネットでは現金決済の経済損失は8兆円と出ています。銀行のＡＴＭ関連での損失が2兆円
で、小売り業の現金決済関連の損失が6兆円だそうです。どういう試算でそのDataがあるの
か、詳細に調べませんでしたが、その位の無駄はあるのではという感じです。

8兆円の試算が正しいのなら、上記施策により8兆円の経済効果を生む訳で、税収的にも合
理性はあると思います。

世界はデジタル通貨へ向かっています。中国が北京五輪でデジタル人民元の利用を開始し
ました。主要国では初めてのことです。現金決済が多いのは日本円が信頼されていること
の証でもありますが、放置しておくとデジタル通貨の分野でも周回遅れになってしまいま
す。


③扶養控除の改革

今や夫婦共働きは常識です。その状況を鑑みれば、配偶者控除及び配偶者特別控除は廃止
すべきでしょう。一方で、少子化対策の一環として、子供に対する扶養者控除を拡充する
のは当然の政策配慮だと思います。現状は子供の年齢により一般の控除対象扶養親族と特
定扶養家族に区分されていますが、この区分も撤廃します。で、第1子の場合、控除額を
100万円、第2子の場合、控除額を150万円、第3子の場合、控除額を200万円という様に子供
の数が増える毎に控除額を増額します。

年収500万円の方は第2子迄設ければ、年収250万円に低下し、所得税は大幅に低下します。
年収1000万円の方は第3子迄設ければ、年収550万円に低下します。どうでしょうか、多産
への強いインセンティブが働くと思いますが…

この改革により、従来あった103、150、201万円の壁はなくなり、能力ある女性には存分に
働いてもらえる長所もあります。尚、第1子が就職して扶養家族を外れた場合、第1子の控
除額のみを外します。従って、年収500万円の方は第2子迄設けていれば、年収350万円とし
ます。何故なら、子供を多く育ててくれた夫婦にはそれだけの恩恵を被る権利があると思
うからです。


④公共料金の現金決済に課税

日本ではまだ、公共料金を銀行やコンビニで現金決済されている方が多数存在します。ネ
ット上で経済損失の試算は見つかりませんでしたが、間違いなく兆円単位の経済損失にな
っている筈です。金融広報中央委員会の「家計の金融行動に関する世論調査」によれば、
現金決済の割合は二人以上世帯、単身世帯共に約30％強で、2007年からずっと変わらずに
推移しています。その方々に「銀行引き落としの方が楽で、少しですが割引もありますよ
」と案内しても、全く無駄です。何故なら、はなからそんな手続きは面倒と考えているか
らです。たった一回手続きすればいいだけなのですが…彼らは強制的に銀行引き落としに
移行させなければ、一生現金決済でしょう。

そこで、公共料金1件当たりで1000円の税金をかけてはどうでしょうか。1000円は馬鹿高い
と思いますが、その位のことをしないと彼らの行動は変わらないでしょう。正直、彼らは
社会的弱者なので苛めたくはないのですが、頭が固過ぎて他人の意見を受け取る度量はほ
とんどありません。尚、そこまでやっても現金決済に固執している人は、取引履歴を残し
たくない人と推定できます。つまり、イリーガルな資金だからでしょう。その場合、もっ
と当該税金を上げるべきです。




⑤印紙の廃止

印紙は文書に添付するため、デジタル化の妨げとなります。既に、デジタル契約書や、デ
ジタル領収書が世の中には出回りつつあり、遠くない将来印紙による税収は激減するでし
ょう。現在、印紙による税収は歳入の3％程度なので、廃止しても問題はないと思います。


⑥租税特別措置法の抜本改革

租税特別措置法は政策手段としての利便性が高く、同様の効果が見込まれる補助金と比べ
、行政、納税者双方にとって手続きが簡便なのは認めます。しかし、問題点も多く、以下
に列記します。

*公平・中立・簡素という租税原則から逸脱する
*課税ベースを浸食し、税収減につながる
*実効性を伴う監査制度がなく、廃止も困難
*恒久化すべき条文がそのまま放置されている
*既に役割を終えた減税処置がそのまま放置されている

少し長くなりますが、ふじすえ健三氏のサイトの引用です。

『まず、税制の改正・継続については、毎年「税制改革要望資料集」というのが作られま
す。これは各省庁から出された「税制の継続、新設」の説明書です。税制の継続・新設の
要望の数は相当あり、資料集だけでも厚さが4.5センチになります。

　役人はこれを「電話帳」と読んでいます。私たちが作った資料は、この電話帳に入りま
した。確か、B4数枚の簡単な説明で、税制の対象、仕組み、減税額、経済効果などを書き
ました。そして、筆者が今でも忘れないことが一つあります。それは、自民党税調に所属
する議員への説明に伺った時のことです。

議員会館で、局長と一緒に説明をしたのですが、その議員が持っている「電話帳」を見
ると「各ページに関係する団体からの寄付額」が手書きで書いてあるではないですか。つ
まり、○○製品に関する優遇税制であれば、○○業界の団体からの寄付があり、それも評
価の項目になっているわけです。

　この時、税制をたくさん作るのは、寄付をしてくれる企業を細かく分けて、寄付へのイ
ンセンティブを高めるためだ、ということを理解しました。つまり、定期的に税制継続を
陳情しなければならないような仕組みを作りだしているのです。

これが今回大きな問題を生み出していると筆者は考えています。本来、恒久措置にすべき
税制を特別措置にして、2年や5年に1回、必ず陳情をしなければならないような仕組みとな
っているのです。』

どうでしょうか？租税特別措置法は色々問題があるとは思っていましたが、こんな問題が
隠されているとは知りませんでした。


⑦ふるさと納税の廃止

本件は些末な件ですので、本来なら本提言で取り上げるべき話ではないのですが、ついで
なので記述しておきます。同制度はふるさと納税(寄附)額のうち2000円を超える部分が税
額控除され、3割を上限として、返礼品を受け取れるという制度です。近年、認知度が上が
り、急速に受け入れ額が増えていて、2020年では6724億円になっています。この制度を日
本全体でマクロ的に考察すると、ふるさと納税をされた額の約３割が減税となり、そのた
めにわざわざ地方自治体の人件費や事務コストをかけ、果ては郵送費までかけて実施する
という実に馬鹿馬鹿しい制度なのです。即刻廃止すべきです。
















【労働改革】

①定年制の廃止

高年齢者雇用安定法という法律が改正され2021/4/1より施行されました。同法改正の主意
義は60歳定年を65歳定年に延長することです。同法改正の意図は年金の支給が65歳からな
ので、60歳定年だと65歳まで無収入になるのをカバーするためです。ですが、CGネットの
講演でも多く先生方が指摘された様に定年制は日本の労働生産性を低下させています。同
法は廃止すべきでしょう。寧ろ、牛島先生の言われる様に、解雇は状況により金銭支給に
よって随時可能とすべきです。

菊地先生のご指摘だったと記憶していますが、米国の失業率は2020/4に14.7％でした。そ
して2022/3には3.6％になっています。ほぼコロナ以前に戻った訳ですが、この様な労働市
場の新陳代謝が米国の労働生産性を高めていることは間違いないと思います。


②資格庁の設立

労働力の流動化のためには欠かせない条件があります。それは個人のスキルがどの程度で
あるかを測る方法です。現在、資格や検定に関しては、統一基準もなく、またその証明法
もありません。また、資格や検定は関連する省庁の所管で、省庁の考え方で運営の仕方も
異なっています。

そこで、文部科学省の所管として資格庁を創設します。全ての資格や検定のデータベース
を作り、個人の資格や検定について管理します。また、新規の資格や検定について審査し
、許認可の権限も同庁に与えます。更に、資格や検定の統廃合、或は、受験科目について
緩和等の処置を行ないます。受験科目の緩和とは、例えば、司法書士と行政書士は司法書
士の方が格上ですので、当然司法書士の方が受験科目も広く、多分難しいと思われます。
で、行政書士の資格を持っている方が受験する場合、ある程度の受験科目の緩和があって
もいいのではないでしょうか。受験科目の緩和ではなく、試験免除として「裁判所事務官
などの経験が通算で10年以上あり、法務大臣に業務を行うための知識や能力があると認定
された者」という規定があるようですが、現実にはあまり機能していないようです。加え
るに、受験科目の緩和がありならば、受験料の低減も必要と考えます。要は、もっと資格
を取り易くする施策が必要だということです。

資格や検定のデータベースについてですが、私は証券会社勤務時代にアナリストの資格を
取得しました。銀行出向になって、同資格の証明を求められました。勿論、証明できた訳
ですが、後から考えると企業側には資格や検定の真偽を確かめる術はないということです
。つまり、履歴書に書いてあることを信ずる他はないということで、まさか、一々資格や
検定の合否を関係団体に問い合わせる人事部があるでしょうか。問い合わせても、個人情
報にうるさい現状で、正直に回答してくれる団体がどれ程あるでしょうか。そう考えれば
、資格や検定のデータベースの重要性がご理解頂けると思います。

残念ながら、人事担当者が資格や検定の様な定量的な情報に頼っているようでは、いけま
せん。本来ならば、個人の資質つまり定性的な情報の見極めが必要と考えます。中国では
AI面接官が応募者を審査するとのこと。AIは質問に対する表情や応答速度から嘘を見抜く
そうです。もしかしたら、資質の数値化もある程度可能かもしれません。いずれ日本でも
初期面接はAIが行うことになるのではと思います。


③労働組合の再編

多くの先生方が企業内労働組合は廃止すべきとのご意見で、私も全面的に賛成です。実は
、私は20余年前組合の委員長を２年勤めました。その体験談を記述します。

次期委員長を決める前日、私は委員長から呼び出され、本社そばの居酒屋に行きました。
そこには組合三役が待ち受けており、次期委員長を引き受けるまで返さないと言うのです
。当時はバブル崩壊後で、私の会社は存亡の危機に立っていました。結局、銀行の救済で
助かったのですが、その様な時期に組合委員長など引き受ける人はいません。で、当時、
支店の組合員と三役を繋ぐ一連絡員だった私に白羽の矢が立った訳です。已む無く引き受
けましたが、最初に驚いたのが、引継ぎ資料の少なさです。会社との労働協約、組合員規
定、過去の妥結Data等しかありませんでした。全て紙ベースです。団体交渉時の議事録や
、経費の領収書もありません。更に、バブル期には組合員は500名を超えていましたが、定
額で月550円の組合費はほとんど残っておらず、一体組合費は何処に消えてしまったのでし
ょうか？多分、組合幹部の飲み代でしょう。勿論、組合経費でノートPCを購入し、紙ベー
スのDataを全てPCに入力し、議事録や領収書も保存するようにしました。しかし、もっと
驚いたのは、上部団体の会合の時です。10社程度のこじんまりした上部団体でしたが、ノ
ートPCを持ち込んだのは他1社しかありませんでした。他の組合はDataをどう管理していた
のでしょうか？20余年前の話ですので、今は違うと信じたいのですが…

もう一つ、親会社である銀行が合併し、子会社である証券も合併することになり、当然企
業内組合も合併する運びとなりました。その際に、両組合の幹部が詳細を詰める会議に元
委員長であった私も参加しました。会議の中で、36協定が話題となりましたが、なんと両
組合の幹部は36協定について何も知らなかったのです。つまり、組合幹部であっても労働
法や労使間の協定についての知識が決定的に不足しているのです。

中小企業の組合は組合員数が少ないため、専属を置くことはできません。従って、業務の
片手間或は自分の自由時間を削り、無償で組合の仕事を執行しなければならず、そのため
労働法や労使間の協定について勉強している時間はほとんど取れません。これでは会社側
との交渉を有利に進めるなど到底望むべくもない状況で、御用組合化していくのは必然か
もしれません。まあ、これが中小企業の企業内組合の実態ではないでしょうか。この様な
組合なら、存在価値はありません。

さて、ではどうすればいいのか？少なくとも組合三役が専属となれる位の規模の拡大が必
要です。放置していても、組合の合併は進みませんから、労働組合法を改正して、強制的
に合併させるべきと考えます。


④最低賃金の大幅引き上げと生活保護の引き下げ

現在、東京都の最低賃金は時給1041円です。1日8時間労働で、週5日働くと、凡そ18万円
の月収となります。ここから、公的な支払い、つまり税金や健康保険、年金等を差し引く
と可処分所得は15万円程度です。一方、単身者の生活保護の受給金額は13万円位です。地
域によってはこの差が逆転している可能性すらあります。

これでは、勤労意欲は湧きません。労働者が生活保護の現状を知ってしまったら、多くの
人は生活保護受給者になってしまうのではないでしょうか？勤労者がどんどん減っている
日本の状況からすると、経済損失は一体幾らなのでしょうか。ネットでは残念ながら、そ
の試算はありませんでした。子供の貧困による社会的損失は40兆円という試算はありまし
たが…

私が思うには、勤労者の可処分所得と生活保護受給額は10万円位の差がつかなければなら
ないと思います。それには単身者の生活保護の受給金額は7万円位で、最低賃金は時給
1160円位にならないといけません。試算の根拠は上記条件で、勤労者月収が20万円で可処
分所得が17万円となることで10万円位の差がつきます。あと、健常者に関しては受給要件
をもっと厳しくする必要があると思います。因みに、最低賃金の大幅引き上げは若年層の
所得を引き上げることに繋がり、少子化対策にも大きく寄与するでしょう。

貧困ビジネスというビジネスがあります。同業態は生活保護受給者に、共同住居と給食を
提供し、生活保護受給金を搾取するビジネスです。多くは非社会的勢力が営んでいます。
これが、旨みのあるビジネスとして成り立っていること自体問題です。そういう意味でも
日本の生活保護は過剰です。本来、生活保護受給者はギリギリの生活でなくてはなりませ
ん。そうでなければ、生活保護を抜け出して、通常の労働者に戻りたいと思うインセンテ
ィブは働きません。そこまで考えれば、単身者の生活保護の受給金額は7万円位迄落とす必
要があると思います。勿論、単身者が7万円なら、家族世帯もそれに応じた金額に引き下げ
るべきです。


以下は呉琢磨氏のサイトの引用です。

『「生活保護はその時点での必要性で判断します。だから、財産を遊び尽くして借金を重
ね、退職と同時に生活保護の受給を受けることだって簡単です。医療費をはじめ、あらゆ
るものが無料になりますから、下手にコツコツ生きて年金生活をするより、生活条件がい
い場合も多いのです」そう指摘するのは、都内の区役所で福祉を担当するベテラン職員の
Aさんだ。

「業界では、そういう悪意のある人たちを“福祉ゴロー”と呼んでるんです。生活保護は
一回認められると、特別な理由がない限り、支給を切られることはなかなかありません。
都心の都営住宅に優先的に安く住めて、医療はタダ、病院に毎日無料タクシーで通うこと
もできます。それが悪質とまでは言い切れませんが、ワーキングプアで子供の薬代を出せ
ない、病院にいくのも限界まで躊躇するというギリギリの暮らしをしている家庭もあるの
に……」

制度の隙をついて、はじめから生活保護に頼って暮らす前提でライフプランを組む人も出
現している。

「居住地域や家賃にもよりますが、単身者で月に12万～13万円くらいの支給額があって、
医療費や年金も免除になると考えると、額面で手取りが月収17万円のサラリーマンと同等
以上の暮らしができます」』

ここから窺えるのは、ネット上では生活保護受給者は社会的成功者と思われている風潮が
あることです。こんなことで、日本が再生できますか？


【年金改革】

恐らく本提言で最も難題が本件です。今更言うまでもなく、日本の年金は破綻しています
。しかも、年金制度の綻びを何とかしようとして、制度自体が複雑怪奇な状態になってし
まい、いったい何処から手を付けていいやら見当もつきません。厚生労働省を擁護する訳
ではありませんが、莫大な財政負担を強いる年金改革を同省から提示する訳にもいかなか
ったのではとも思います。多分、改革の行程は大事だと思いますが、取敢えず、あるべき
最終形を示します。

ⅰ個人の年金は個人で受け取る(年金は個人財産)
ⅱ全て新国民年金に一本化する
ⅲ全て確定拠出型とする
ⅳ運用は全て個人で行い、運用の指示は全てネット上で行う
ⅴ保険料は月最低額のみ決め、それ以上は個人が自由に設定できる様にする
ⅵ既に受給者となっている方については、概ね現状の支給を維持する
ⅶ受給者には年１回の生存証明を義務づける
ⅷ当然、各種申請は全てネット上で行う

さて、この最終形に基づけば、やらなければならない改革が見えて来ます。行程まで考慮
すると長くなり過ぎるので、取敢えず、必要な改革について記述します。


①ねんきんネットの拡充

まず、データベースありきです。毎月の保険料、及び累積保険料、運用状況或は、受給者
であれば支給額、更に確定申告に必要な年間支給総額等を表示且つダウンロードできる様
にします。


②旧国民年金、厚生年金、共済年金及び企業年金の廃止

廃止した年金の継続業務は日本年金機構に全て移管します。

試みに、企業年金の人件費を試算してみましょう。職員数の多い所は80名位、少ない所は
規模が小さいが故、ネットでは調べられませんでした。多分、40名程度だと思います。一
応、少な目に試算するとして平均職員数を40名と仮定し、平均給与を年500万円とすると、
年間2億円の人件費です。企業年金数は2020年で12331ですので、年間で2.47兆円が人件費
で消えている計算となります。かかる経費は人件費ばかりでなく、光熱費や事務所の賃料
もかかります。ということは凡そ３兆円位のお金が年金原資から減っていると想定されま
す。厚生労働省はあまりに非効率なこうした事実を知りながら、放置して来た訳です。


③新年金特別会計の創設

年金制度を世代間扶助から、年金は個人財産として管理するというのが、本年金改革の主
眼です。これは国としての決断です。決断をしたからには、責任が伴います。その責任と
して、国は年金の収支を明らかにする義務があります。で、新年金特別会計の創設となる
訳です。現在の年金特別会計は年金以外に、健康保険料、船員保険料、子ども・子育て拠
出金等が歳入にあり、また、療養の給付や児童手当等の支給等が歳出にあります。つまり
、厚生関連のどんぶり勘定なのです。このままでは、年金勘定の収支ははっきりしません
ので、現特別会計から分離して管理します。

当然、現受給者の年金資産は新会計に移行しますが、その資金で将来に亘って年金の支払
いを維持することは不可能。ではどうするか？財源として見合うのは相続・贈与税です。
しかし、それだけでは不足します。従って、国債で賄います。ただ、通常の国債として発
行すると赤字国債の問題もあり、一々国会審議が必要では困ります。よって、年金国債と
して建設国債の様に帳簿上別建てで発行します。

この新特別会計が役割を終えて収支が均衡するにはきっと30年位かかるのではないでしょ
うか？


④運用面の整備

基本的にはiDeCoの仕組みを踏襲します。また、年金積立金管理運用独立行政法人(GPIF)は
新年金特別会計の移行された現受給者の年金資産のみ運用します。新規資金が入って来な
い一方で、年金支給分が年々減少するので、徐々に運用資産も減っていきます。運用資産
が一定額を下回ったら、GPIFは解散します。

現在、大手の投資顧問業者は知名度はありますが、運用力はかなり低いのが現状です。一
方、中小の投資顧問業者の中には独自のアイデアで高い運用力を持った業者は少なからず
存在します。ですが、知名度は全くありません。そこで、公的に運用のパフォーマンスを
認定する機関があれば、そうした中小の優良な投資顧問業者にも光が当たると思います。
新たな機関を設置しても構わないのですが、日本投資顧問業協会の一部門でパフォーマン
ス認定を行ってはどうでしょうか。ただ、パフォーマンス認定を行うには、幾つかの制約
があります。まず、上場商品であること、寄付に限定すること、そして一定の流動性があ
る銘柄に限定することです。ネット上では、投資顧問業者の評価サイトが多数ありますが
、大々的に取り上げられている業者程、実は悪徳業者であることが大半です。何故なら、
悪徳業者が自ら立ち上げているサイトか、或は悪徳業者が既存の評価サイトにお金を払っ
ているからです。逆に、優良な業者程、酷評されています。この様な逆転現象を是正する
には、公的なパフォーマンス認定機関が必要です。

⑤投資教育の拡充

個人で運用するなら、ベースとなる金融知識は不可欠です。既に小学校より金融教育がス
タートしていますが、まだ、手探りの状況です。状況を見て更なる発展を期待します。

⑥年金事務所の廃止

国民が直接ネット上で手続きをするなら、年金事務所は不要です。どうしてもネット上で
できない方は地方自治体の役所で対応します。尚、新国民年金に一本化することで制度は
簡略化されますので、年金手帳も不要と考えます。


⑦産休、育児等で働けない場合は、月最低額+αを国が負担する

将来の世代の育成のために働けないのに、自分の将来の年金が犠牲になったのでは浮かば
れません。かと言って、夫の年金資産は夫のもの。従って、その間は月最低額+αを新年金
特別会計から国が負担します。国庫負担の根拠は少子化対策です。尚、夫の死亡時には夫
の年金資産を妻が相続し、或は離婚時に夫の年金資産は財産分与の対象とします。因みに
、年金資産は年金資産として所有権を移転し、相続や財産分与ができるのは配偶者か子供
のみとします。宙に浮いた年金資産は新年金特別会計に組み入れます。

αについてですが、多数の子供を産んだ方にはそれなりの額が行くように配慮すべきです
。例えば、第1子の場合は3000円、第2子の場合は6000円といった感じで単純計算で幾ら増
えるか分かり易い制度がいいと思います。これにより、多産へのインセンティブが働くと
思います。基本、子供を産むか産まないかの主導権は女性が握っています。そう考えれば
、αを10000円位にしてもいいかもしれません。
【DX化の促進】

まず、DX化とはどうすることかについて簡単に記述します。３つの段階があり、

ⅰデジタイゼーション:情報の電子化
ⅱデジタライゼーション:広範囲な業務フローをデジタル化する試み
ⅲデジタルトランスフォーメーション:IoT等を利用し、企画から製造し、保守管理まで全
てサイバー空間で行う試み

ⅱとⅲの違いは、ⅱが部分的なデジタル化に対し、ⅲは全てを統合したソリューションに
なっている点です。海外では別々の会社が企画や設計を担当し、製造も別の会社といった
様に、あたかも全体では1つの会社の様に思えるレベルのDXの例があります。

日本の現状は大企業と言えど、ほとんどがⅱの段階で、ⅲの段階まで達している企業はま
だ極僅かです。そして、最も遅れているのが中小企業ですが、行政部門もかなり遅れてい
て、ⅰの段階にも達していない組織が多数存在します。


①デジタル庁のデジタル特別省への昇格

菅政権は短命でしたが、2つDX化に向かう重要な決定をしました。1つは印鑑の廃止、もう
１つはデジタル庁の設立です。そのデジタル庁ですが、庁は省より格下で、そのままでは
省の抵抗でデジタル化はなかなか進みません。そこで、特別省です。特別省の位置付けは
省より格上とします。省より格上ならば、各省の抵抗は減じるものと思います。この発想
は大前研一氏の受け売りで、週刊ポストに『「ビジネス新大陸」の歩き方』というコラム
に載っていたものです。


②全ての新規出版物のデジタル化

2020/2にトーハンと日本出版販売は提携しました。これは紙媒体の出版を守るという大手
２社の決意です。ですが、時代はデジタル出版へと向かっています。電子書籍化率は2010
年では10％程度ですが、その後急速に伸び、2020年には30％を超えています。放置してお
いても、この傾向は加速するだけでしょうが、法律的にも後押しすべきと思います。勿論
、紙媒体の出版を禁止する訳ではなく、その場合は紙、デジタル両方出すということです。

③政府刊行物のデジタル化

国立国会図書館が2013年に行った調査では国レベルの紙媒体資料が68.7％、デジタル資料
は69.7％で紙とデジタルを合わせた割合では97.7％とのことでした。私が想像していた状
況よりはるかに進んでいました。その後の調査がないのが残念ですが、今は9年経過してい
ますので、デジタル資料は100％に近いかもしれません。遅れているのは地方公共団体との
ことですが、デジタル庁が出来たことで、それも早晩デジタル化されることと思います。


③過去の判例等のデジタル化

現在、法務省では、過去の判例だけでなく裁判記録、証拠書類も含めたDataの電子化の検
討を進めているようです。


④登記簿のデジタル化

法務省のサイトにアクセスしましたが、いい意味でショックを受けました。登記の申請、
供託の申請、各種証明書の交付等々ほぼ全ての手続きがネット上で行え、且つ料金の支払
いもネット銀行やクレジットカードが使え、また、受け取りも郵送或は指定窓口で行える
様になっていました。一々全部見た訳ではありませんが、ほぼ完璧な感じでした。こうな
っているということは、土地や企業の登記簿のデジタル化は完了済みと解されます。


⑤全ての申請を電子化する

法務省は上記の様に既に電子化されています。金融庁は2月に「金融庁電子申請・届出シス
テム」の説明を受けました。2022/2において、e-Gov電子申請では、厚生労働省が3435、国
土交通省が175、金融庁が158、経済産業省が140となっています。郵政省では、行政情報化
推進基本計画に基き、1999年に248、全ての申請を電子化しています。

こうしてみると申請の電子化自体はかなり進んでいることが分かります。しかし、e-Gov電
子申請に法務省や郵政省が登場しないのはなぜでしょうか。その辺が各省バラバラに電子
化されては、利用者にとって不便な電子化となってしまいます。デジタル庁が音頭を取っ
て、e-Gov電子申請に一元化して欲しいものです。

⑥マイナンバーの利用範囲の拡充

2021/5にデジタル改革関連法により、マイナンバー制度の拡充が図られました。その中で
注目すべき点は民間事業者へ同制度の利用の道を開いたことです。当然、セキュリティが
万全でなければならず、民間事業者を評価し、認められた事業者のみ利用可能となります
。現時点では同制度はまだ有効利用されていませんが、将来は日本の効率化には相当寄与
するのではと思われます。因みに個人識別IDの導入国は日本、スウェーデン、デンマーク
、エストニア、韓国です。うまく行けば、この分野では世界の先頭に立てます。


本項目の最後に、日本政府のデジタル化は加速がついて推進されていることは明白です。
取敢えず、ⅰのデジタイゼーションはもう少しで完了に近く、ⅱのデジタライゼーション
の途中と解されます。一方、地方自治体は相当遅れています。理由は以下の点です。

*自治体毎にシステムの発注先が違う
*自治体毎にデジタル化の仕様がバラバラ
*窓口はデジタル化されても、バックオフィスは紙文化
*ある部署で作成されたDataが別の部署では使えない

といったところですが、デジタル庁で標準化する作業が開始されている様ですので、何れ
同じ仕様で且つ政府や他の自治体とも連携がとれる様になるのではと思います。多分、少
し先の話だと思いますが、各地方自治体でサイトを構築しています。その多くは外注で制
作してのではないでしょうか。とすると、日本全体では一体幾ら経費がかかっているので
しょうか。その辺もサイト自体の構成は兎も角、裏側で動くphp、javascript等はデジタル
庁で標準化すれば、経費が減るのではないでしょうか。


問題は中小企業です。冨山先生の「今だにFAXや算盤を使っている」との話には仰天しまし
た。FAXはたまに見かけますが、算盤は昭和どころか戦前の世界です。どうすれば、中小企
業を変えられるのか？経営者の意識改革が必要なのでしょうが、名案が浮かびません。冨
山先生の様に地道な指導と啓蒙が必要なのでしょうか。





【証券市場＆企業改革】

①日本取引所Grの上場廃止

2022/4/4より東証が再編され、新市場区分となりました。ですが、内外の投資家から、失
望の声が聞こえて来ます。プライム基準未達の企業も計画書を提出することで、移行可能
となり、実に東証１部の84％がプライムに移行となりました。しかも、基準を満たす期限
が定められていないで、中途半端な再編となってしまいました。そもそも基準が緩過ぎる
とも思います。また、日本取引所Grは株式会社ですが、半ば公的機関であり、市場の番人
でもある訳ですから、純粋に営利を追及すると投資家との間に利益相反が発生します。例
えば、東芝が組織ぐるみで不正会計をしましたが、本来なら、投資家に嘘をついた訳です
から、上場廃止にすべきところを放置しました。取引所側から見れば、東芝は大口客です
から…これらが新興企業ならば、上場廃止にしています。この様な例はかなりあったと記
憶しています。そう考えると日本取引所Grは上場廃止し、公益法人として改組すべきと思
います。

②プライム基準の改定

プライム市場は日本の代表的な企業の市場でなければなりません。よって、基準を以下の
様に改定します。

ⅰ時価総額1000億円以上
ⅱ流通株式時価総額500億円以上
ⅲ国際会計基準（IFRS）採用企業
ⅳ親子上場は原則不可
ⅴ過半数の従業員を組織する労働組合の委員長を取締役にする

IFRSの対応には相応の時間が必要ですし、親子上場の解消にも時間が必要です。ですが、
日本に残された時間は少ないと思いますので、猶予は５年位ではないでしょうか。

IFRSの対応は非常に重要です。日本取引所Grのサイトによれば、2022/2時点で適用済は
239社、適用予定が12社です。日本会計基準ですと、保有株式の基本時価会計ですが、子会
社及び関連会社、未上場株式は簿価会計となっています。これが、IFRSですと、それらも
時価会計です。つまり、持ち合い株式も時価会計になる訳で、持ち合い株式が多ければ、
それだけ損益計算書も貸借対照表も数値が大きくブレることになります。アクティビスト
にはツッコミどころが増えますので、やや持ち合い解消に貢献するでしょう。
③企業に対する罰金の強化

海外では巨額の課徴金が常識となりつつあります。フォルクスワーゲンは約1.5兆円の課徴
金を課せられました。トヨタも約1200億円の課徴金を課せられました。韓国でもクアルコ
ムに独占禁止法違反で約1030億円の課徴金を課しています。それに対し、日本の罰金はあ
まりにも少な過ぎます。明文化された罰金で最高額は不正競争防止法22条一で10億円です
。僅かに反トラスト法等で罰金の上限が「利得額又は損失額の２倍」と不定額な罰金もあ
りますが、ほとんどの罰金は定額かつ少額です。はっきり言って、取引所も日本政府も企
業に舐められています。一罰百戒という言葉を知らないのでしょうか。日本でも法人に対
する罰金は不定額として、XX審議会で決定するような形式に法改正すべきです。施行後、
第1号の適用が1000億円規模の罰金でしたら、多くの経営者はピリッとするでしょう。


④日銀のETF購入の中止

黒田総裁が日本株のETF購入を開始したとき、私は非常に嫌な気がしました。先進国で自国
の株価を買支える様なことをしているのは日本だけです。市場はきっと正常に機能しなく
なると思いました。そして、それが現実のものとなりました。証券アナリストジャーナル
の2021/3号に「バリュー投資の再考」という論文があります。以下は同論文からの引用で
す。

『2010年以降は完全予見的に割安であったとしても、それだけでは株式市場による価
格発見機能が発動せず、利益の改善が価格発見機能の発動条件になっている。さらに、
2018年以降に限っていえば、利益の改善があったとしても価格発見機能が働いておらず、
株式市場は深刻な機能不全に陥っていると考えられる。』

機能不全に陥っている原因はパッシブ運用が増え過ぎたためです。日銀のETF購入以外に、
NISA、つみたてNISA、iDeCoも株式運用と言えば、95％以上パッシブ運用でしょう。運用の
知識が殆どない方が株式運用をする場合、アクティブ運用を選択するには無理があるから
です。従って、今後もNISA、つみたてNISA、iDeCoは拡大して行くことは間違いないので、
放置しておくと株式市場は死んでしまいます。

対策としては、取敢えず日銀のETF購入の中止、個人投資家の育成、アクティブ運用の成績
向上でしょうか。特に、アクティブ運用の成績向上については、運用業界の者としては一
言言わざるを得ません。まず、多くのアクティブ投信がありますが、パッシブ運用に勝っ
ているのはほんの少しです。加えて、手数料や運用コストはかなり高いのです。この様な
現状では運用知識のある方でも、アクティブ投信を買う気にはならないでしょう。

尚、上記論文を取り上げた以上、追加論文があることも紹介しなければなりません。同ジ
ャーナルの2021/10号に『「バリュー投資再考」の再考』という論文があります。主旨は
2021/3号の時点では計測Dataの期間が2020/9迄で、バリュー株は2020/11以降に上昇してい
ます。偶々バリュー株のパフォーマンスの悪い時期に計測しているので、結果が機能不全
となったのではという指摘があり、その後のバリュー株の上昇期も含めて、再計測すると
どうなるのか？ということです。一応、お断りとして、2021/3期までのDataを利用してい
ますが、完全予見ではなく予想利益を実績利益と見立てての計測です。結論としてはバリ
ュー株の上昇期には価格発見機能は回復して来ているとのことです。

追加論文があったことで、論旨が少しボケましたが、パッシブ運用が増え過ぎると価格発
見機能は低下することと、現状のままではパッシブ運用がどんどん増えていくことは避け
られない状況にあります。その先は外人投資家にもっとそっぽを向かれ、日本市場の更な
るローカル化が待ち受けている未来だということ肝に銘じなければなりません。














【医療改革】

①カルテを全て電子化する

カルテ電子化の普及率は、厚生労働省のDataで2017年において、400床以上の病院が85.4％
、200～399床で64.9％、200床未満で37.0％、病院全体で46.7％です。また、一般診療所で
は41.6％となっています。普及が進まない理由は

*コストの高さ
*医師のIT知識の不足
*多くの電子カルテシステムは大病院向けで、一般診療所では使い難い

最近、クラウド型の電子カルテシステムが登場し、導入コストは初期費用は数十万円程度
、月額料金は1〜数万円といった感じですので、そろそろ法律で義務化してもいいと思いま
す。アメも必要なので、初期費用の半分は税額控除するというのはどうでしょうか。


②全国民の医療データベースを作る

そのDBに幼児時代の予防接種から、児童時代の予防接種、歯科治療の記録、疾病治療の記
録等全ての医療機関に関ったDataを入力します。結果として、その個人の時系列での医療
記録ができます。新たに診療を受ける時、医師がこのDBを見れば、投与してはならない薬
剤や既に投与済の薬剤も分ります。特に、高齢者になると様々な疾患を抱えていて、多剤
併用になりがちです。多剤併用はポリファーマシーと呼ばれ、薬剤効果の相殺、逆に過剰
作用そして副作用等の問題が発生するリスクがあります。ポリファーマシーの解消にはこ
のDBは不可欠です。薬剤だけでなく、治療にも貢献できる筈です。

2017/1、厚生労働省に「データヘルス改革推進本部」が設置されました。同本部は８回会
合が行われ、上記DBの構築に向けて既に動き出していました。第7回の会合を引用します。

『・関係府省庁は、PHR（※）の拡充を図るため、2021年に必要な法制上の対応を行い、
2022年を目途に、マイナンバーカードを活用して、生まれてから職場等、生涯にわたる健
康データを一覧性をもって提供できるよう取り組むとともに、当該データの医療・介護研
究等への活用の在り方について検討する。

（※）Personal Health Record。生まれてから学校、職場など生涯にわたる個人の健康等
情報をマイナポータル等を用いて電子記録として本人や家族が正確に把握するための仕組
み。』

PHRを推進するには、カルテ電子化だけでは不十分で電子化されたカルテの標準化が必要で
す。現在、電子カルテシステムは40種類以上あり、そのままではDB化できません。そこで、
日本版HL7FHIRという規格で標準化すること迄は決まっています。

PHRのDataを使えば、AIによる診断も可能となります。既にその件も同本部で話し合われて
おり、更なる発展を期待したいと思います。

ということで、ここでは提言ではなく報告でした。


③外国人の健康保険制度

健康保険は、若い頃は重篤な病気に罹る確率が低く、年齢が上がるに従って重篤な病気に
罹る確率が高くなるため、若年層の保険料が高齢者の医療費を支えるよう制度設計されて
います。そのため、短期滞在の外国人が健康保険を受けると不合理が生じます。

2012年に外国人登録法が廃止され、3ヶ月超のビザを持つ外国人は日本人と同様に住民登録
する制度になり、住民登録されれば、国民健康保険に加入できるようになりました。従来
は、1年超の在留期間がなければ、加入できなかったのが、3ヶ月超で加入できるようにな
った訳です。健康保険は、本人と生計を一にしていれば、非同居(外国でも)兄弟姉妹、配
偶者、子、孫、父母、祖父母、曽祖父母は扶養家族となり、保険加入できます。

その結果、外国人が3ヶ月超の在留期間で、出産育児一時金、出産手当、高額療養費制度等
を利用している例が後を絶ちません。

この問題に対処すべく、2020年に健康保険法が改正され、被扶養者の要件に新たに「日本
国内に住所を有すること」が追加されました。

しかし、それだけでは、問題の核心部分には手がついていません。そこで、以下の様に健
康保険法を改正すべきでしょう。

ⅰ出産育児一時金を受け取るには、日本国籍を持っていない方は加入期間が１年以上
ⅱ高額療養費制度を受けるには、日本国籍を持っていない方は加入期間が3年以上

尚、出産手当については、一部に、働いていないのに月30万円の所得があるとして、最大
で98日分の出産手当を請求する例があったようですが、これは不正受給ですので、厚生労
働省の問題ではなく、警察の問題と考えます。



【脱炭素改革】

日本は世界で最も省エネが進んだ国です。従って、これ以上の省エネは難しいと言われて
いますが、アイデア次第では更なる省エネも不可能ではないと思います。また、増発電も
やはりアイデア次第なのではと思います。私が考えるアイデアを紹介します。


①EVの電池をカートリッジ式にする

何を今更、テスラは同方式を断念したじゃないかという意見もあるかと思いますが、米国
の事情は兎も角、事日本においては同方式がEVの普及に大きく貢献すると思われます。で
、順を追って説明して行きます。

ⅰカートリッジ式電池の想定仕様

形状は縦30㎝横40㎝(後部座席の奥行程度)幅5㎝といった板状のもので、持ち運びし易いよ
うに上部に取っ手を付け、+-を逆挿入しないように、－側平、＋側は凸型にします。イメ
ージ的には薄型のアタッシュケースの様な感じです。重量は15～20㎏、搭載位置は後部座
席下で、ピアノの鍵盤の様に並べます。車幅に応じて10～14個搭載可能にします。人手で
運べるというのがポイントです。


ⅱ新車販売時、電池は主電池2個のみ

極端に燃費の悪い車は除いて、普通、自動車は500㎞位は走行出来るというのが車の常識で
す。ですが、常時500㎞の走行能力が必要なのでしょうか？業務用の車はこの範疇に入ると
思われますが、一般家庭の車では、遠出は多くて年4～5回程度ではないでしょうか？とす
れば、主電池は日常の移動距離範囲で構わないのではと思われます。仮に500㎞の走行能力
を備えたEVと50㎞の走行能力のEVでは車両価格は100万円以上の差がつくのではないでしょ
うか？当然、重量税も安くなります。一応、都心と地方では日常の移動距離は違います。
その場合は追加の電池をオプションで対応すればよいと思います。


ⅲレンタル電池

遠出の時はどうするのか？レンタル電池で対応します。レンタルと言えば、レンタカー店
と思われるかもしれませんが、レンタル電池の主な担い手はガソリンスタンドです。また
、レンタルした電池は借りたガススタに返す必要はなく、パレットのレンタルと同じ方式
(レンタカーの乗り捨て方式)を採用します。念の為ですが、主電池とレンタル電池の規格
は同一です。もし、違う規格にしてしまえば、電池メーカーは車種毎に違う主電池を製造
しなければなりません。それでは、大量生産によるコストダウン効果は半減してしまいま
す。


ⅳ主電池の充電

家庭内に主電池を人手で運び、家庭内で充電します。これは電動アシスト自転車の電池の
充電と同じ発想です。


ⅴカートリッジ式電池の長所・短所

短所は車の設計自由度が制限されことです。長所は以下の点です。
*車両初期販売価格が大幅に下がる
*重量税の軽減
*電費の改善(主電池のみの走行時)
*ガススタのEV用充電設備投資が不要
*ガススタで充電待ち時間が不要(中国では長蛇の列ができています)
*充電用ケーブルは不要になる
*全て同じ形状の電池が大量に生産されるため、大幅なコストダウンが可能
*家庭用充電設備の工事が不要(マンションでもEVを持てる)
*リチウムイオン電池が全固体電池になっても対応できる

ⅵその他

付帯的なことですが、
*自動車メーカーは家庭内充電器と主電池専用の台車を標準装備する
*主電池以外の電池が装着された場合、主電池の電源はカットし、主電池の電力を温存する
*レンタル電池の需給を調節する会社を設立し、各地域内で調節する
*レンタル電池の専用のスマホアプリを作成する(アプリでガススタでの手続きを簡略化)


②水の出ないエアコン

現在のエアコンは室内の空気を冷やすと、室内の水蒸気が液化して水になり、それを室外
に排出しています。この排出水を室外機に取り込み、室外機のラジエーター部分に外側か
ら均等にかけてやります。排出水はちょろちょろとしか出ませんので、ラジエーター部分
の下まで到達する前に全て気化してしまうでしょう。気化熱はかなりの熱量を奪います。
つまりエアコンの効率がかなり上がると予想され、また、排出水が出ないエアコンとなり
ます。

ラジエーター部分の素材を吟味する必要はありますが、簡単に対応できるので追加コスト
もほとんどかかりません。


③新築マンションの屋上にソーラーパネル設置の義務化

私の居住マンションは等価交換で建てられています。元の地権者が最上階に居住していま
すが、ある夏の日、その方の奥さんが「幾らエアコンをかけても冷えないのよ。それで電
気代が月14万円もかかって…最上階にするんじゃなかった」とこぼしていたのが印象的で
した。そこで、新築マンションの屋上にソーラーパネル設置を義務化したらどうでしょう
か？ソーラーパネルを設置してしまえば、日陰になりますし、直射日光の熱もソーラーパ
ネルが吸収してくれます。また、若干ですが、発電もしてくれます。

設置費用は50％は最上階住人が面積比で負担、残り50％は他の住人で負担でいいのでは。
尚、新築で、最初からソーラーパネルを設置する仕様で設計しないと屋上の強度がもたな
い可能性があります。


④太陽光熱発電

太陽光熱発電とは太陽電池の表面温度が晴天時で60～80℃になるのを利用して太陽熱発電
をし、太陽光発電を補助する発電です。具体的にはゼーベック素子を太陽電池の裏側に追
加すればいいだけです。結晶シリコン系の変換効率が25％程度で伸び悩んでいるので、技
術的には飽和点に近く、ここから飛躍的に変換効率を上げるには違う方式の太陽電池にす
る以外に方法はないと思いました。そこで、ゼーベック素子の変換効率は2015年の時点で
11％ですので、結晶シリコン系太陽電池+ゼーベック素子で35％位の変換効率が達成できる
のではと考えた訳です。ところが、ゼーベック素子について調べれば調べる程、難しいこ
とが解って来て、所詮は素人の思い付きでした。3日程ですが、散々検索して僅かな光もあ
りましたので、その辺を記述します。


ⅰ太陽光発電

まず、太陽光発電の現状把握が必要です。太陽光発電の方式は多数ありますが、結晶シリ
コン系太陽電池が世界市場の90％以上です。結晶シリコン系の変換効率はセル単位で26.6
％ですが、2000年頃からほとんど伸びていません。理論上でも29％位迄しか効率upはでき
ないとされています。その様な現状から、最近では製造コストの低減に技術開発の方向は
進んでいます。1993年には1KW当たり370万円もかかっていましたが、2021年では15万円強
に迄低下しています。

更に、2017年頃からペロブスカイト太陽電池が注目を集めています。同方式は塗布(スピン
コート)技術で製造できるため、製造コストが非常に低く、且つ結晶シリコン系の1/500の
厚みなので軽量で曲げることもできます。軽いということは設置コストも大幅に低減でき
ます。同方式の変換効率は現在25.5％ですが、後10％程効率upが期待できそうです。既に
商品化を目指している企業は東芝、パナソニック、積水化学、リコー、ホシデン、三菱マ
テリアル、エネコートテクノロジーズ(京都大発スタートアップ企業)等があり、今後が期
待できます。更に、最近の太陽電池に関する論文はほとんどペロブスカイト太陽電池に関
する論文だそうです。それだけ、世界中の研究者に注目されている技術だと言えます。ペ
ロブスカイト太陽電池の最大の課題は有機材料が使われているため、耐熱性が低いことで
す。


ⅱ熱発電素子

a)ゼーベック効果

同効果は２種の金属または半導体のｐ型とｎ型で接合部を持った対を作り、両接合部に温
度差をつけると熱起電力が生ずる現象です。歴史は古く、1821年にエストニアの物理学者
トーマス・ゼーベックによって発見されました。同効果の特徴は以下の点です。

*可動部が無いため長寿命で信頼性が高く、振動や雑音もない
*付帯設備は不要で省スペース、且つ小型軽量な電源となる
*熱源温度変動に対し応答が速い
*超高温、超低温でも温度差さえあれば、起電力が生ずる
*単位表面積あたりの発電量は太陽光発電の数倍から数十倍
*1素子当たりの出力電圧が低いため、多数の直列結合が必要で、構造が複雑
*用途・使用温度によって材料が異なる
*熱源と熱電素子間での熱エネルギー損失が大きい

ここで問題となるのは、構造が複雑な点がまず挙げられます。ｐ型とｎ型を縦に直列結合
が必要となり、面展開するには製造上かなりの技術が必要となります。加えて、もっと問
題なのは使用温度によって材料が異なる点です。現在、室温域(0～100℃)での最適材料は
ビスマスBiとテルルTeです。2つともレアメタルで、価格はBiが4350円/kg、Teが5290円/
kg。触媒に使用される白金Ptに比べれば安いものですが、これらを日本中のソーラーパネ
ルに使ったら、間違いなく大暴騰します。この辺が170年以上の歴史があるのに、温度セン
サー以外には実用化されていない所以でしょう。


b)スピンゼーベック効果

同効果は、強磁性体と常磁性体の接合系に温度勾配を付けることで、接合界面近傍にスピ
ン流が誘起される現象で、スピン流は逆スピンホール効果と呼ばれる量子相対論効果によ
って起電力に変換されます。この技術は2008年に日本で発見された技術で、ゼーベック効
果とは全く違う原理で起電力が生じています。特に、ゼーベック効果が縦型の発電である
のに対し、同効果は横型の発電ですので、成膜技術によって製造が可能です。課題はゼー
ベック効果に比して起電力がまだ弱いことです。ただ、積層化により、効率がupできるこ
とは確認されており、また、NECと東北大の研究チームが電極材料を従来の白金に代えてコ
バルト合金利用可能あることを発見、更に低温処理の新しい成膜技術を開発し、プラスチ
ックフィルム上に熱発電素子を生成することも成功しています。


C)異常ネルンスト効果

同効果は古くから知られている現象で、ある方向に磁化した強磁性体に、熱流を加えた際
に強磁性体と熱流の双方と直交する方向に起電力が生じる現象です。同効果もスピンゼー
ベック効果と同じく横型の発電です。スピンゼーベック効果と同効果は似ていますが、観
測されるスピン流の符号が逆向きであることが最近判り、この原理を使って東北大の内田
准教授が2つの効果の分離観測に成功しています。また、2つの効果は別の現象であるもの
の同時に惹起させることも可能で、上述のNECと東北大の研究チームが2つの効果による起
電力の大幅upに成功しています。また、東京大、金沢大、東北大、理化学研究所の4者で、
鉄を含む合金Fe3AlとFe3Gaが、鉄単体よりも10倍以上大きな同効果を得られることを発見
しています。同効果の課題も起電力がまだ弱いことです。


ⅲ太陽光熱発電

これまでの纏めですが、次世代の太陽電池はペロブスカイト太陽電池+スピンゼーベック素
子+異常ネルンスト素子ではないかと思います。何れも塗布技術や成膜技術で製造でき、薄
くて軽いという特徴と熱に弱いペロブスカイト太陽電池の熱を熱発電素子が吸収してくれ
るので、相性がいい組合せと考えられます。また、熱発電素子は積層化が可能なので、変
換効率の低さをある程度補えると思います。とは言え、変換効率は数値で示されている論
文はありませんでした。多分、研究段階だからと思っていましたが、2018年に岡山大の安
立准教授が異常ネルンスト効果とスピンゼーベック効果の可視化に成功していました。つ
まり、それまで、変換効率の定式化はされていなかったということでした。ただ、単位が
μVなので、かなり低いことは明白で、何層位積層化すれば、実用レベルになるのかはネッ
ト上では想像すらできませんでした。積層化すれば、効率はupしますが、製造コストも上
がります。ともあれ、試作してみることが大事だと思います。試作に成功すれば、太陽電
池+熱発電素子というアイデアに目が行くきっかけになるでしょう。注目されれば、研究者
も増え、更なる飛躍的な効率upが望めます。

⑤圧電素子発電

圧電素子とは素子に加えられた力を電圧に変換する、逆に電圧をかけると力に変換する素
子です。構造が簡単で、安価な材料で製造でき、起電力が高いのも魅力です。実は、圧電
素子を使った製品は既に沢山あります。例えば、使い捨てライターは圧力を加えることで
、高圧電流を発生させ、小さな放電を起こし、ガスに着火させています。或は、インクジ
ェットプリンターは電圧をかけることにより、圧電素子がインクを押し出しています。ま
た、マイクとイヤホンも圧電素子よって出来ています。しかし、ここでのテーマはその様
な微弱電流ではなく、もっと強い起電力を求めています。

ＪＲ東日本は計３回にわたり圧電素子による床発電の実験を行いました。回を追う毎に、
効率は上がり、また耐久性(５週間後でも95％の発電)も上がり、改札通過時一人当り
4.3W/秒の発電量を記録し、自動改札の電力程度はほぼ賄える目途がついていました。その
後、どうなったのかは不明です。ＪＲ東日本はこのプロジェクトを諦めてしまったのでし
ょうか？
日経クロステックによれば、

『「首都高速道路全体の振動で東京23区内の家庭に供給する電力の4割に相当する4GW以上
を発電できる」（音力発電）という試算もある。』

音力発電とは慶応義塾大学発のベンチャーです。残念ながら、これは机上の空論です。何
故なら、まず問題になるのが、設置コストの高さです。首都高の全ての路面を掘り起こし
て、圧電素子を設置するのは現実的ではありません。更に、もっと問題なのは発電地と電
力消費地が離れていることです。圧電素子で発電すると電流は直流です。電力を送るには
直流はロスが多いので通常交流で行います。直流と交流の変換はインバーターという装置
を使いますが、仮に10ｍ毎にインバーターが必要なら、一体いくつのインバーターが必要
なのでしょうか。そして、個々のインバーターで発生した交流の同期が必要です。例外が
１つあり、それが上記ＪＲ東日本の例です。上記実験は発電地と電力消費地が直結してい
ます。このような場合は交流に変換せず、そのまま電力を利用できるからです。

では、自動車の走行振動を利用して発電するのは無理なのかと言えば、実はいい方法があ
ります。それは首都高ではなく一般道路で行い、そして、電力消費は信号機で行います。
信号機ならば、発電地と電力消費地が直結していますので、交流に変換する必要もありま
せん。

圧電素子により信号機で電力を賄えるなら、外灯でも使用可能ではと思われる方がいると
思います。ですが、賛同できません。外灯なら、発光部のカバー部分で日中に太陽光発電
を行い、蓄電池に電力を貯め、夜間にその電力で発光させた方が効率的だからです。この
場合は圧電素子で発電させるには、道路工事が必要で、その工事コストの回収に長い時間
がかかるのでは、費用対効果の面で非効率と考えます。

纏めとして、圧電素子は熱発電素子と比べ、起電力が高く、アイデア次第ですぐに実用化
できる可能性を多分に秘めています。


⑥洋上風力+波力発電

ⅰ波力発電

風力発電はブレードという要はプロペラを回し、その回転を交流発電機で発電するという
単一の方式です。一方、波力発電は様々な方式が考案されていて、一体どれがいいのか迷
う程です。主な方式は振動水柱型、可動物体型、越波型等があります。その中で可動物体
型は可動のタイプにより、ラダー式、振り子式、ジャイロ式、ポイント・アブソーバー式
、リニアダイレクトドライブ式等があり、風力発電と相性がいい上下運動を行って発電す
るのがポイント・アブソーバー式とリニアダイレクトドライブ式です。

ポイント・アブソーバー式とは浮体が上下運動を行うのを油圧モーターで回転運動に変換
し、交流発電機で発電します。リニアダイレクトドライブ式は浮体にトランスレータとい
う装置を直結します。トランスレータには、N極S極の永久磁石が交互に配置されていて、
僅かな空間を挟んで、固定子と呼ばれる金属を配置します。トランスレータが上下するこ
とで、電磁誘導が発生し、起電力が生じます。


ⅱ洋上風力波力発電

ポイント・アブソーバー式とリニアダイレクトドライブ式波力発電は上下運動を利用する
ので、形状が縦長になり、風力発電のタワーと共有できます。洋上風力発電の建設コスト
の約半分は係留費用や基礎工事の費用が占めていて、これは波力発電でも同様です。とす
れば、風力波力を同時に発電する様に建設した方が、トータルコストはかなり抑えられる
のではないでしょうか。勿論、従来の風力発電は風力専用にタワーが建設されていますの
で、タワーの設計は0から設計し直す必要がありますが…

更に、日本は海に囲まれていますので、洋上発電ができる海域は幾らでもあると思ってい
る方も多いと思います。しかし、一定の風量が必要ですし、或は海底の状態が急に深く(浮
体式でも係留が必要)なっていたり、良質な漁場でも洋上発電は不可です。消去法で考えれ
ば、洋上発電ができる海域は以外と少ないのではないでしょうか。海域が少ない＝資源と
考えるべきで、残された資源を有効に使うにはより効率のいい方法を選択すべきです。

FIT制度で波力発電は買取価格が設定されていません。是非、設定して頂きたい。








【不動産改革】

①不動産価格の見直し

日本の地価は、実勢価格、公示地価、基準地価、路線価、固定資産税評価額という1物5価
です。これでは、非効率過ぎます。そこで、実勢価格は兎も角、公的な地価を整理します
。まず、以下の表を見てください。

	　
	実勢価格
	公示地価
	基準地価
	路線価
	固定資産税評価額

	調査主体
	国土交通省
	国土交通省
	都道府県
	国税庁
	市町村

	最終鑑定
	　
	不動産鑑定士
2名以上
	不動産鑑定士
1名以上
	不動産鑑定士
等
	不動産鑑定士

	評価頻度
	　
	毎年
	毎年
	毎年
	3年に1度

	評価時期
	随時
	1月1日
	7月1日
	1月1日
	1月1日

	発表時期
	　
	3月下旬
	9月下旬
	7月1日
	4月頃

	概算比率
	　
	1.0 
	1.0 
	0.8 
	0.7 

	税金
	　
	　
	　
	相続税
贈与税
	固定資産税、都市計画税
登録免許税、不動産取得税

	備考
	　
	定点観測
	定点観測
	公示地価
を参考
	公示地価を参考
建造物も評価



この表から、基本的に公示地価の算定が基礎になっていることが分かります。しかし、公示地価は定点観測なので、全ての地価が分かる訳ではありません。従って、以下の様にすれば、効率化が図れると思います。

ⅰ地価算定に関る職員を国土交通省土地鑑定委員会に集約する
ⅱ基準地価は廃止し、公示地価として公表する
ⅲ路線価は名目上廃止し、新固定資産税評価額として公表するが、実質的地価は路線価の
価格とする(路線のない地価があるため)
ⅳ旧固定資産税評価額を利用して計算されていた税金は税率を7/8を乗じて引き下げる
ⅴ建造物に関しても、3年に1度、国土交通省土地鑑定委員会で評価する



土地鑑定委員会に集約するすることで、業務の効率化はかなりupするし、バックグラウン
ドで動いているシステムの効率化と一元化も図れると思います。更に、レベルの低い不動
産鑑定士は淘汰されるでしょう。また、公的な地価は公示地価と新固定資産税評価額の2つ
になり、よりシンプルになります。


②空家問題とリバースモーゲージ

少子化社会において、空家が増えることは必然です。既に、社会問題になっている空家問
題ですが、今後空家を増加させない施策が必要です。そこで、リバースモーゲージですが
、初期のリバースモーゲージは長生きのリスクを金融機関が負っていました。結果、想定
以上に長生きされ、リバースモーゲージの採算は非常に悪く、金融機関はリバースモーゲ
ージに対し、極端に臆病になりました。しかし、近年長生きのリスクをを契約者が負うこ
とで、リバースモーゲージは復活し、また新方式として、リースバックという手法も登場
しました。リバースモーゲージとリースバックは不動産の所有権を移転するか否かの違い
はありますが、最終的には不動産の所有権は金融機関かリース業者に移ります。よって、
新たな空家の発生を防ぐ効果があります。しかし、2020年の推定融資残高は1600億円との
ことで、浸透は今一つです。国は、リバースモーゲージとリースバックをもっと大々的に
PRし、支援すべきと思います。


③不要な土地税制の廃止

地価税と特別土地保有税は土地投機を抑えるために登場した税制です。両法とも現在は課
税が停止されています。人口が減少している現状では既にその役割は終了しているとして
廃止すべきです。

両法を廃止しても、日本の再生には何も寄与しません。ですが、税制改革の租税特別措置
法でも触れましたが、恒久化すべき税制が未だ租税特別措置法にあったり、廃止すべき税
制が放置されているのは政治家の怠慢です。廃止すべき法が放置されているということは
、逆に制定されるべき法が見過ごされているとも解せます。政治家の不作為による経済損
失は一体どの位なのでしょうか？




【司法改革】

米国は訴訟社会です。これには光と影の部分があります。影とは、有名な例が猫が雨に濡
れて可哀そうなので、電子レンジで暖めてやったら、死んでしまいレンジの会社を訴えて
多額の賠償金を勝ち取ったという話です。この話で、私は米国とは何と馬鹿な国だと考え
ておりました。しかし、ある事件をきっかけにして訴訟社会の光の部分を垣間見、その様
な考えを改めました。

そのある事件とは、私自身が原告となり、ある大企業を訴えたことでした。2011年ですが
、外出先でサイトを更新する必要から、当時は携帯のデザリング機能なかったので、
WiMAXの機能がついたノートPCを購入しました。WiMAXの機能がついていてもそのままでは
通信はできません。当然、通信会社と契約する必要があります。安い方がいいので、価格
.comで通信料の安い会社を調べました。偶然ですが、ノートPCのメーカーの通信料が安か
ったので、同社と契約しました。で、同社からWiMAXの機器が送られて来ましたが、WiMAX
は内蔵されているので、機器なしに通信するにはどうすればいいのか問合せすると、機器
なしに通信は出来ないとの回答。そんなこと言われても同社のサイトのどこにもWiMAX内蔵
の場合の案内はないし、途方に暮れて結局解約しました。が、どうにも腹の虫が収まらず
、同社を訴えました。訴状を作る段階で色々解って来たのですが、まず同社のサイト上に
は一応WiMAX内蔵の場合の案内はありました。但し、かなり細かく見ないと発見できない程
小さく、極めて不親切なリンクでした。そして、WiMAX通信のビジネスモデルはWiMAX機器
のレンタル料なのです。ユーザーからレンタル料を徴収し、その中からWiMAX通信会社へ通
信料を払うという仕組みだったのです。元より延々裁判をする気はなかったので、示談と
なったのですが、半月後、価格.comを見るとWiMAX通信の項目には同社の存在は消えていま
した。そして、同社のサイトにはWiMAX内蔵の場合の案内がデカデカとありました。

さて、たった１回民事普通裁判で、しかも裁判時間は10分程度の経験で、日本の司法制度
を論ずるのは、牛島先生には釈迦に説法というものですが、私なりに思うところでは、日
本の司法はかなり非効率です。

①処理が遅い
2/8訴状提出　2/25特別送達発送　3/17裁判
となっており、訴状提出から1ヶ月以上かかるのは裁判が混んでいるからでしょうか？一応
、被告に訴訟準備の時間を与えるのは理解できますが、それにしても遅いと思います。
②基本全て郵送と対面
郵送にすれば、切手代もかかるし、時間もかかります。また対面であれば、被告の住所地
の裁判所へ出頭が必要です。私の住所は千葉県松戸市です。もし北海道や沖縄でしたら、
訴訟にふみきることはなかったでしょう。何故なら、交通費がかかり過ぎるからです。
③初期裁判は主に事実関係の確認のみ
私の順番を待っている間、他の方の裁判を傍聴しておりましたが、1件当り約10分で、事実
関係の確認を終わると示談を斡旋されます。勿論、私が傍聴しましたのは簡易裁判ですの
で、刑事訴訟や地方裁判所或は高等裁判所では事情が異なるとは思いますが…

以下の改善案を提案致します。
①基本、訴状提出から、特別送達まで電子mailで行う。被告が企業の場合、謄本が必要で
すが、PDFで可とする。
②裁判費用等の支払いはネット銀行決済を導入する。
③簡易裁判についてはZoomを利用する。
④初期簡易裁判についてはAI裁判官を導入し、示談に関してはZoomで人間が調整を行う。

AI裁判官と言うと、膨大な法律及び判例をデータベースに持ち、且つそれらに照らして判
決を導き出すプログラムが必要と考える方もいると思いますが、事実関係の確認が主な業
務ならば、民事上且つ法律上明確化しなければならない点のみ焦点をあてて開発すれば、
多分将棋のAIより簡単に出来ると思います。

以上の案が成立すれば、安価で迅速な裁判に変わると思います。しかし、司法改革につい
ては上記の様な小手先の改革ではなく、もっと抜本的な改革が必要なのではと暗に感じて
います。一応、法学部法律学科を卒業しましたが、思えば、民事訴訟法・刑事訴訟法を勉
強した想い出がありません。従って、私の勉強不足のせいでこれといった具体案が思い浮
かびません。


追記です。2020/9に一般財団法人日本ODR協会が設立されました。ODR（Online Dispute 
Resolution、オンライン紛争解決）とはオンラインにより、裁判になる前の状況で、AIに
よる紛争解決法を提供する方法です。つまり、AI裁判官ならぬAI調停官とでも言うのでし
ょうか。上記私の提案とも合致し、今後の進展を期待したいと思います。







【農政改革】

2010/2に「日本は世界5位の農業大国」浅川芳裕著が出版されました。私は同年9月に購入
し、拝読しましたが、第10刷でした。多くの方に読まれ、その中には政治家も多数含まれ
ていると思います。それから12年経過してますが、日本の農政は変わったのでしょうか？
答えは否です。減反政策は2018年に廃止されましたが、実は実質的には、補助金の拡充に
よって強化されて続いています。

本改革は多分、年金改革に次ぐ難事業になると思います。与党内の農林族や畜産族の反対
は当然ですし、野党の追及も考えると並の胆力では実行できない改革でしょう。ですが、
これくらいのことを実行できなければ、日本の将来は知れたものです。


①自給率公表の廃止

浅川氏によれば、自給率はカロリーベースと生産額ベースがあり、通常言われているのは
カロリーベースです。同方式は野菜等の低カロリー食品が増えても自給率のupには寄与し
ないし、ス－パーやコンビニの山の様な廃棄は自給率の低下に寄与します。2020年のカロ
リーベースは37％ですが、生産額ベースは67％です。カロリーベースの自給率を公表して
いるのは日本、スイス、ノルウェー、韓国、台湾のみ。国際標準は生産額ベースです。に
も拘わらず、農林水産省のDataではカロリーベースの自給率がG7の国々と比較されていま
す。これは同省が勝手にG7各国のDataを基に推計しているからです。当然莫大な人件費が
かかっています。

しかし、英国は「国家が最低限の自給率目標を人工的に設定することには、まるで妥当性
がない」としています。食料安全保障の面からも、自給率向上が食料安保に寄与しないと
一刀両断です。

では、何故農林水産省はカロリーベースの自給率の拘るのでしょうか。それは、同省の省
益と農民が票田だからです。






②農作物補助金の廃止

米の転作奨励金として、以下の様な交付金が交付されています。

麦、大豆、飼料作物 ：35,000円/10a
ＷＣＳ用稲 　　　　：80,000円/10a
加工用米　　　　　 ：20,000円/10a
飼料用米、米粉用米 ：収量に応じ、55,000～105,000円/10a

ＷＣＳ用稲とは、イネホールクロップサイレージといい、稲の穂と茎葉をまるごと刈り取
ってロール状に成型したものを、フイルムでラッピングして乳酸発酵させた牛の飼料です
。

補助金の問題点は農家に品質を向上させたり、面積当たりの収穫を増やそうとする経営努
力を放棄させてしまうことです。結果として、作りっ放しで収穫もしない農家も多いよう
です。

2022年度から水田活用交付金厳格化が決まり、「26年産までの5年間で稲作のため一度も水
張りを行わない農地は交付対象から除外する」等の処置が決まりました。この背景には財
務省の官僚から「５年も転作しているなら、転作は根付いたものとして補助金は不要なの
では」と突っ込まれ、已む無く厳格化案を農水省が呑んだからです。その結果、農家の意
見は「5年に1度水田に戻せなどというのは机上の空論だ」と反発していますが、ちょっと
待ってほしい。そもそも、その農家は補助金目当てで、農作物を作っているということで
、農業本来の目的から、完全に逸脱している訳です。


③統制価格の廃止

*畜産経営の安定に関する法律（昭和36年法律第183号）
*砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律（昭和40年法律第109号）

上記２つの法律は豚肉と砂糖の価格安定のため設けらた法律です。農家や畜産業者には好
都合ですが、割を喰っているのは消費者です。

更に、農畜産業振興機構という組織があります。同機構はガット・ウルグアイ・ラウンド
にて毎年一定量の指定乳製品等を輸入しなければいけなくなり、その輸入を国家管理する
ための組織です。主にバターと脱脂粉乳を管理しています。同機構以外でそれらを民間が
輸入しようとすれば、高率の関税が係ります。よって、バターと脱脂粉乳の価格は高位安
定するという訳です。

何れも、不要です。戦時下でもあるまいし、今時、価格を統制する発想自体時代遅れで、
且つ税金の無駄遣いです。工業製品や工業素材は価格変動するのが常識で、農産物のみ価
格変動を抑制する政策は消費者に不利益をもたらすだけでしょう。


④農業協同組合の廃止

かつて、農家が家族経営だった時代には農協の存在意義はありました。現代は農家がどん
どん大規模化して、多くが農業法人となりつつあります。浅川氏によれば、当時のDataで
すが、日本全体で8兆円の農業生産額があるうち、5兆円が大規模農家によるものだそうで
す。12年経過した今ではもっとこの比率は高まっていると想定されます。この様な現状の
中で農協は必要なのでしょうか？農協には農家に代わって販路を確保する役割があります
が、大規模農家には最早不要で、農協に託すと中間搾取されるだけとなりつつあります。
また、農協には金融機関としての側面もありますが、それも大規模農家には不要となりつ
つあります。販売、金融何れも農協は中途半端で、且つ、職員のレベルが低いこともネッ
トではよく目にしました。もう農協の役割は終わったとして廃止すべきでしょう。

当然、上部組織である県信連や農林中央金庫も廃止すべきでしょう。


⑤農林水産省の解体と改組

自給率の公表を突然廃止すれば、国会は大紛糾するでしょう。まさか、今迄公表して来た
自給率が間違いだったとは口が裂けても言えないと思います。そこで、後述する統計特別
省に農林水産省の統計に携わる職員を全て移します。そして、統計特別省にて、自給率の
公表を廃止します。省が違えは理由は何とでも言えますし、統計の専門家の見解ではカロ
リーベースの自給率は無意味と断しても、世論からはそれ程糾弾されないでしょう。その
後、農林水産省は解体し、改組します。そうでもしなければ、野党は納得しないと思いま
す。



【その他の改革】

①統計特別省の設立

2021年末に朝日新聞の報道で発覚した国土交通省の統計不正、2018年にも厚生労働省の統
計不正がありました。これらの不正がなくても、日本の統計行政には問題が有り過ぎます
。主な問題を列記すると、

*各省庁のトップが統計の重要性を認識していない
*エクセル形式になっていないDataがある
*時系列Dataになっていない場合が多い
*各省庁の政策意図を反映している可能性が高く、公正中立でない
*機械的に過去の集計法を踏襲していて、IT技術を取り入れていない
*各省庁において、統計の専門家が少ない
*サンプル抽出する場合、母集団を反映するべくサンプルの見直し頻度が少ない

これらの問題を解決するには、統計の作成を各省庁から独立して、一ヶ所で作成する以外
にないと考えます。そこで、統計特別省です。特別を付けたのは、デジタル特別省と同じ
意図で、各省より格上にするためです。格上の理由は、公正中立を担保するためです。

以下は、2020/12/14に私が会員向けに発したコメントの抜粋です。意図は「日銀短観の内
容を安易に信じてはいけない」という警鐘です。

『さて、本題ですが、まず以下のDataをご覧ください。

2019/06 9719
2019/09 9719    0
2019/12 9682  -37
2020/03 9653  -29
2020/06 9577  -76
2020/09 9537  -40
2020/12 9507  -30

これは弊店が短観のDataを取得し始めてからのDataですが、調査対象企業数です。ずっと
減少しています。2019/12は別としてコロナ禍の中ですから、致し方無いのかもしれません
が、調査対象企業数の減少数＝倒産？とも取れなくはないDataです。更に、生き残った企
業のみでDataを集計しても悪い部分は切り捨てていますから、実体とはズレていると考え
ざるを得ません。

「統計はこうしてウソをつく」ジョエル・ベスト(著)という著書があります。弊店は同書
を拝読していませんが、統計Dataを扱う者としては書いてあることは大体察しが付きます
。

統計学とは実体が不明な母集団に対し、サンプルを抜き出してそのDataから母集団を推測
しようとする試みが出発点です。ということはサンプルに偏りがあってはならないのです
が、上記短観の調査対象企業数の減少や短観の留意点は正にその瑕疵ではないでしょうか
。』

ここでのポイントは、「サンプルに偏りがあってはならない」ということです。もし、統
計作成者がある意図を持って、サンプルを恣意的に操作したら、出て来る結果もその意図
に沿うものとなるでしょう。そして、その様な意図を見抜けるのも、統計のプロでなくて
は不可能だと思います。

説明が長くなりましたが、各省庁の政策意図を排除するには、格上の統計特別省でなけれ
ばならないのです。


そもそも、個別統計の目的は各々何であるかを再検討する必要があると思います。無駄な
統計は当然税金の無駄遣い、逆に新たに算出すべき統計もある筈です。そういう意味でも
、各省庁より一段高い位置から、全ての統計を見直すべきです。












＜後文＞

本提言には重要な視点が欠けています。それは追加予算がどの位必要になるかということ
です。試算を試みましたが、即挫折しました。最大の追加予算は恐らく年金改革でしょう
が、ネット上のDataだけでは推測どころか、憶測の域も出ません。年金改革に限らず、教
育改革や税制改革でも巨額の予算が必要で、財務省の官僚が本提言を見たら、烈火の如く
激怒することだけは間違いないでしょうが…

当然ながら、財源はどうするのかという問題の解答は国債の増発しかありません。一応、
本提言を実行すると、税金の無駄遣いはかなり減りますが、その程度ではとても間に合い
ませんので。そもそも、改革を実行するということは、一時的に予算が膨らむのは避けら
れませんし、もっと以前にしなければいけなかった改革を放置していたから、今になって
まとめてやらなければいけなくなったと考えれば、致し方無いと思います。更に、ここ迄
落ち込んだ日本を再生させるには、一時的にかなりの無理が生じるのも、やはり致し方無
いことです。


思い付く限りでは、大体のことは網羅したと思いますが、私が見落とした分野もあるかも
しれません。その点についてはご容赦ください。

全体を通じて、想定よりだいぶ日本政府は進んでいるとも思いました。特に、法務省のデ
ジタル化が随分進んでいたことには正直驚かされました。流石、政府の官僚は日本最高の
頭脳集団だと感じ入りました。一方で、政治家、農政、教育、地方自治体、中小企業に関
しては非常に遅れているというのが印象です。この辺を重点的に改革すれば、日本の再生
も可能ではという希望が持てました。
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